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（公社）日本建築士会連合会の財政状況について 

 

連合会では、令和 3年度以降、収支差額の赤字が常態化しております。 

（令和 3年度で△2300 万円、令和 4年度で△1600万円、令和 5年度で△3000 万円） 

赤字の主な要因としては、他の都道府県建築士会同様、会費収入の減少・講習会収入の減

少・一級建築士登録者数の減少があげられます。 

会費収入では、全国の会員数が年間 2000 名以上減少しており、正会員受取会費は毎年

700 万円ずつ減少しております。 

一方で正会員受取会費の収入の減少から、令和 4年度より賛助会員を募り年間 300 万円の

賛助会員収入を得ているが、最近では新規の賛助会員獲得に伸び悩んでおり、今後の課題

としております。 

講習会収入の減少では、定期講習・監理技術者講習・既存住宅状況調査技術者講習の受

講者数が軒並み減少しており、なかでも監理技術者講習に至っては毎年度赤字が常態化し

ており、年間 200～300 万円の赤字となっております。 

一級建築士登録者数の減少では、令和 2年の建築士法改正（受験資格要件の緩和）によ

り、令和 2年度の登録者数が 1800 名と激減し、令和 5年では 3400 名となったが、10 年前の

4000 名と比較すると減少しております。 

このようなことから昨今の連合会を取り巻く財政面での環境は著しい衰退の一途をたどって

おり、根本的な打開策が必要な時期に差し掛かっていると言えます。 

連合会、また連合会と同じように財政的に苦境を強いられている都道府県建築士会の財政を

健全化するべく、本 TFにおいて検討を進めてまいります。 

 

 １． 直近３年間の連合会の決算 

 下記表の通り、ここ３年間は収支差額の赤字が常態化している状況です。 

 

 

 ２． 収入及び費用の割合 

 １） 収入割合 

 収入割合（令和 5年度）は、会費収入が 36％と一番高く、次いで講習会収入の 26％、免

許申請手数料の 19％と続き、会費・講習・免許の３本柱で全体の 80％を占めます。 

 ２） 支出割合 

 支出割合（令和 5年度）は、委託費が 174,906,203 円（26％）で一番高く、各士会へ支払う

収益 費用 増減額 正味財産残高 備考

令和３年度 584,385,033 608,365,463 -23,980,430 549,062,453 会員1939名減、講習会収入減

令和４年度 549,426,455 566,198,314 -16,771,859 532,290,594 会員2259名減、一級申請者930名増

令和５年度 647,254,458 677,863,339 -30,608,881 501,185,313 会員2168名減、能登地震応急危険度500万支出
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講習会などの委託費、免許申請に係る委託費、システムの保守料など業者に支払う委託費

などがそれにあたります。 

次に人件費（職員 23名パート含む）が 143,592,567 円（21％）、印刷製本費 100,612,049 円

（15％）と続き、それらで全体の 60％を占めております。 

 

 

 

 
 

 ３． 会員数の推移 

 全国の建築士会の会員数は、平成 6年度末のピーク時の 143,114 名を境に、毎年約 3％

ずつ減少し、令和５年度末では 64,977 名となっており、今後約３％ずつ減少すると仮定する

と、10 年後には 47,000 名、20 年後には 35,000 名の会員数となることが予想されます。 

会費

36%

講習会

26%

免許

19%

補助金

7%

その他

12%

収入の割合（令和5年度）

人件費, 

143,592,567 

旅費交通費, 

55,435,082 

通信運搬費, 

21,748,333 

消耗品費, 

16,446,525 印刷製本費, 

100,612,049 

賃借料, 

25,794,880 

諸謝金, 

26,928,563 

助成金, 

50,859,377 

委託費, 

174,906,203 

その他, 

61,539,760 

支出の割合（令和5年度）
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 ４． 講習会事業の実施状況について 

 連合会では、主に定期講習・監理技術者講習・既存住宅状況調査技術者講習の３つの講

習会を毎年実施しております。 

 １） 定期講習 

 定期講習は受験産業の受講者拡大や令和４年度からの受託元である普及センターの申

込者の減及び受講の完全オンライン化（建築士会の関与なし）に伴い、全国の建築士会で

の受講者数は減少傾向にあります。 

連合会における、3年前（令和 2年度）の収入 126,887,877 円と比べても令和 5年度では、

83,491,437 円とおよそ 30％以上減少しています。上記の状態により、今後定期講習は大き

な伸びしろが見込める余地は極めて少ないと思われます。 

＜連合会収支動向一覧（平成 27年度～令和 5年度）＞ 

 

＜講習機関別受講者数の推移＞ 

 

 ２） 監理技術者講習 

 連合会では、平成 27年度に国交省に講習機関としての登録申請を行い、監理技術者講

習に新規参入していますが、ほぼ赤字が常態化しており、直近では 200 万円ほどの赤字が

続いております。講習会を開始して依頼 9年間のトータルの収支は 2300 万円の赤字で

す。本講習の一つの目安として、全国での受講者数が 2000 名を超えてこないと収支トント

ンとならず、今後の受講者数の増強が課題であります。伸び悩んでいる理由の一つとしては

各県の建設業協会（講習機関である建設業振興基金（建築系では受講者数が 1位）より講

習実施を受託）に遠慮して連合会と委託契約を締結していない建築士会が複数ある事もあ

ります。 

 ただし監理技術者講習は定期講習とは異なり、実施方法等を検討する事により件数増加

の可能性あるとも思われます。 

 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

受講者 15,902 15,926 18,846 14,115 12,500 17,784 12,437 9,507 12,793

収入 105,200,000 105,700,000 123,200,000 92,800,000 81,600,000 126,900,000 88,400,000 64,400,000 83,500,000

支出 96,900,000 97,300,000 113,200,000 85,200,000 75,200,000 117,300,000 82,700,000 59,300,000 76,700,000

収支 8,300,000 8,400,000 10,000,000 7,600,000 6,400,000 9,600,000 5,700,000 5,100,000 6,800,000

講習機関 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05

普及センター 17321 16,620 20,173 15,767 13,900 18,526 13,868 11,946 14,871

日建学院 7785 9,792 16,598 6,305 9,086 14,599 7,366 8,052 9,152

福祉サービス 25 100 243 27 70 89 11 53 54

総合資格 7047 8,765 17,630 9,265 9,998 18,633 10,775 11,139 18,337

ビューローベリタス 1109 1,238 1,846 1,268 1,017 1,940 1,058 893 1,320

東京ATEC 428 375 883 361 198 494 286 149 376

埼玉土建 92 89 232 83 73 200 66 15 141

ERIアカデミー 2578 3,467 5,313 3,119 3,402 5,301 3,392 3,435 4,698

確認サービス 922 1,078 3,181 1,007 1,053 2,774 1,025 992 2,785

TAC 7 58 115 179 133 174 0

合計 37,307 41,524 66,106 37,260 38,912 62,735 37,980 36,848 51,734
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＜連合会収支動向一覧（平成 27年度～令和 5年度）＞ 

 

 ３） 既存住宅状況調査技術者講習 

 平成 29年度より、既存住宅状況調査技術者講習が始まり、初年度こそ 13,000 名近くの

受講者があったが、3年毎の更新のたびに更新受講者が半減している状況です。 

このままでは今後、３年に１度の受講者増のボーナスも見込めず、赤字が常態化することが

予想されます。また、国土交通省に既存住宅売買取引時における悉皆調査化を要望する

事と、耐震診断等の業務と併せて既存住宅状況調査を実施する等、居住者のニーズに対

応する業務を検討する必要があると思われます。 

＜連合会収支動向一覧（平成 29年度～令和 5年度）＞ 

 

 

 ５． 免許登録事業の実施状況について 

 連合会では、平成 20年に中央指定登録機関となり、一級建築士登録事務を含め登録業務

を行っております。一級の登録者数は、平成 21年度のピーク時の 5,202 名から毎年減少傾

向にあり、令和 2年の建築士法改正（受験資格要件の緩和）により、令和 2年度の申請者数

が 1800 名と激減し、直近では 3,460 名に回復しているもののピーク時からは 40％以上減少し

ている状況です。 

また、登録会計（特別会計）単体での収支状況を見てみると、毎年赤字の状態が続いてお

り、3年平均でおよそ 2000 万円の赤字となっております。 

令和 2年に一級新規の申請手数料を 19,200 円→28,400 円に値上げしておりますが、料金

設定を 4500 名の登録申請者ベースで試算していることと、近年の物価上昇などを勘案し、今

後更なる値上げを検討する必要がありそうです。 

 赤字要因は複数ありますが、28,400 円に値上げした際の登録件数見込を毎年 4,500 名とし

ていたことの他、登録申請から登録までの期間が申請実務の確認を要するために約 3 ヶ月に

及んでいる事等があります。こちらについては建築士法施行令の改正が必要となりますが実

情を国土交通省に訴求していくことが強く求められます。 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

受講者 947 2,157 1,866 1,704 1,849 1,446 1,490 1,599 1,531

収入 8,400,000 19,100,000 16,400,000 15,000,000 15,900,000 12,100,000 12,700,000 13,300,000 12,900,000

支出 20,700,000 19,100,000 17,200,000 16,780,000 15,000,000 14,500,000 17,100,000 13,700,000 15,200,000

収支 -12,300,000 0 -800,000 -1,780,000 900,000 -2,400,000 -4,400,000 -400,000 -2,300,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

受講者 12,954 3,894 1,260 8,215 1,907 975 3,805

収入 240,000,000 77,000,000 26,000,000 135,000,000 34,000,000 15,000,000 61,000,000

支出 210,000,000 66,000,000 30,000,000 110,000,000 38,000,000 23,000,000 51,000,000

収支 30,000,000 11,000,000 -4,000,000 25,000,000 -4,000,000 -8,000,000 10,000,000
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＜免許登録会計（特別会計）の収支状況（令和 3年度～令和 5年度）＞ 

 

 

 ６． 会報誌「建築士」の発行状況について 

 連合会では、毎月 70,000 部の会報誌を紙で印刷し、全国の建築士会へと発送しておりま

す。毎月の制作単価は 600 万円（年額 7,200 万円）であり、連合会全体の支出の 10％以上を

占めております。広告収入は月 100 万円（年額 1,200万円）であり、広告収入を相殺した後の

実質の会報誌作成に係る負担額は月 500 万円（年額 6,000 万円）になります。 

今後、会報誌の発刊を隔月に減らすことや、社会のデジタル化への変化に対応する意味

で、希望する建築士会のみに紙媒体で提供し、その他の建築士会へは PDF（またはそれに類

するデジタルデータ）での提供（建築士会は会員専用ホームページにデジタルデータをアッ

プ）とすることなどを検討する必要があります。また、印刷業者の見積合わせ等を行っていく事

も必要と思われます。 

 

※参考：日本建築士事務所協会連合会では、現在、紙媒体とＷＥＢ媒体との両方での発行を

行っており、各都道府県への提供の比率は、紙媒体：ＷＥＢ媒体が 27：20。 

 

収益 費用 増減額 正味財産残高 備考

令和３年度 103,371,333 139,418,721 -36,047,388 104,799,774 一級新規登録者数2523名

令和４年度 125,546,921 142,293,909 -16,746,988 88,052,786 一級新規登録者数3453名

令和５年度 126,364,082 144,856,799 -18,492,717 69,398,069 一級新規登録者数3460名
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＜会報誌「建築士」の制作費用＞ 

 
 

 ７． まとめ（課題と検討事項等） 

〇全国の会員数が毎年 3％ずつ減少している状況を改善することが今後の課題である一

方で、10，20 年後に想定される会員減を見通した連合会の活動のあり方も考えていく必

要があります。 

〇講習会事業では、①定期講習、②監理技術者講習、③既存講習の３つの講習会の受講

者減少のテコ入れ等を図る必要があります。 

〇免許登録事業では、一級新規の申請者数の減少から、登録会計の赤字が常態化してい

ることへの対応として、今後申請手数料の値上げ等が課題となります。 

〇会報誌の発刊に係る事業では、多額な製作費を削減するべく、今後、会報誌の隔月発

刊、希望士会へのＷＥＢ媒体での提供等の検討が必要になります。 

 

科　　目 金　　額 備　　　　考

印刷編集費 53,000,000 月単価445万円（編集費110万円、印刷費335万円）

送料 10,000,000 月単価82万円（47士会への運送費）

原稿料 9,000,000 月単価75万円（執筆者への原稿料）

計（A） 72,000,000

広告収入（B） 12,000,000 月平均100円（会報誌内の広告）

A－B 60,000,000 広告収入を相殺した後の実質の会報誌作成に係る負担額
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都道府県建築士会の財政状況について 

 

 １．都道府県建築士会財政状況一覧（資料 2-2） 

 各都道府県建築士会においても、連合会と同様に、厳しい財政状況に直面している

ところが多く見受けられます。令和 5年度において、経常収支差額が黒字である士会

は全体のうち 19士会、一方で赤字の士会は 28士会と全体のおよそ 60％の士会が赤字

という状況です。 

 

 ２．都道府県建築士会別会費一覧（資料 2-3） 

 各都道府県建築士会における、平成 30年度～令和 5年度の正会員・準会員・賛助会

員の入会金・年会費及び資格属性別（一級・二級・木造）の会員数になります。 

正会員の年会費が一番安いのは福島士会の 7,000円で、一番高いのは静岡士会の

30,000 円です。平均では 15,200 円、中央値では14,400 円となります。 

 また、会費の値上げを行った年の前後 2年の年会費と会員数を赤字にて表示してお

りますが、会費の値上げを行ったことにより、会員数が顕著に減少している事象は見

られず、概ね自然減に留まっているようです。 

 

 ３．都道府県建築士会別会員数推移一覧（資料 2-4） 

 平成 22年度から令和 5年度までの 14年間で、全国平均でおよそ 30％の会員が減少

しております。その中で会員数の減少率が最も少ないのが沖縄士会（3％）、次いで徳

島士会（7％）、和歌山士会（8％）、愛媛士会（11％）、佐賀士会（13％）、島根士会

（14％）と続きます。この間、会員数が半減している士会もある一方で、会員の減少

率を低く維持しているこれらの建築士会の、会員増強や維持対策等を確認して掘り下

げていく必要がありそうです。 

 

 ４．自治体からの受託事業について（資料 2-5） 

 令和５年度に全国の建築士会が自治体から受託した事業で多いのが、応急危険度判

定士の養成に係る事業で、次いで木造住宅耐震診断事業などが多く、愛知士会では耐

震診断事業で 8,500 万円と高額な受託収入（ただし、診断費の支払等の支出も多い）

となっている士会があります。 

また、昨今の空き家問題に関連し、空き家の情報収集等を行う事業を行っている士

会がいくつかあり、山梨士会では 800 万円の受託を受けています。 

既存建築物の省エネ性能を無料で診断する診断アドバイザーを養成する事業で、長野

士会では 400 万円の受託を受けています。 

また、県主催の建築賞の運営業務等を行っている士会もいくつかあり、三重県では

「みえの木建築コンクール」事業で事務局として 150 万円の受託を受けています（令
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和 6年度より本委託に移行）。 

特殊な例としては、茨城士会が「建築パトロール業務委託」（320 万円）、岡山士会が

「家屋評価補助業務」として、県内の不動産所得税評価の補助業務として 1,250 万

円、滋賀士会が「だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例施設整備マニュア

ル改訂版作成業務（790 万円）、福岡士会が「令和 5年度中大規模建築物技術者講座業

務」（300 万円）、沖縄県が「令和 4年度風土に根ざした家づくり手引所改訂業務（600

万円）等を受託しています。 

 これらの行政団体（県及び市町村）の委託元は建築担当部局のみならず、林産部局

や商工部局もありますので、幅広く行政のニーズを確認していく事が求められます。 

 

 ５．都道府県建築士会別役員数・支部数・事務局職員数（資料 2-6） 

 事務局職員の数は、昨今の財政事情により減少傾向にあります。全国平均は 3.9 名

であり、少ない士会では事務局長と職員 1名の計 2名で業務にあたっている士会もあ

ります。職員が 2名または 3名の士会は、全体の約半数の 22士会にのぼります。 

 

６．建築士会で活躍する女性建築士の人数等について（資料 2-7） 

 全国の会員に対する女性建築士の割合は 7％であり、一方で全国の委員数のうち女

性の割合は 23％と高く、多くの女性建築士が役割を持って所属している様子が伺えま

す。全国の一級建築士のうち女性の割合はおよそ 13％と言われておりますので、会員

増強の観点から女性建築士を獲得する余地はありそうです。 

 

７.建築士会に所属する二級建築士について 

 東京建築士会では一級建築士：4,792 人、二級建築士：408 人（令和 4年度）と

11:1 程度の比率となっていますが、富山士会では一級建築士：781 人、二級建築士：

526 人（令和 4年度）と 3:2 程度となっています。地方の建築士会では二級建築士の

活躍可能なフィールドも大きい事から、女性建築士と併せて二級建築士への対応も必

要かと思われます。 
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（単位：円）

収入 支出 収支差額 正味財産残高 備考

令和３年度 111,514,409 113,573,217 -2,058,808 5,555,209 １２月決算

令和４年度 105,502,748 110,167,581 -4,664,833 1,900,714 １２月決算

令和５年度 110,047,267 114,440,084 -4,392,817 337,562 １２月決算

令和３年度 28,189,169 29,805,812 -1,616,643 6,490,428 会費を値上げ

令和４年度 27,512,473 28,526,964 -1,014,491 5,519,437

令和５年度 27,984,432 30,793,585 -2,809,153 2,771,144

令和３年度 25,228,832 25,260,951 -32,119 15,219,630

令和４年度 24,305,165 25,113,441 -808,276 14,339,354

令和５年度 25,096,976 27,190,450 -2,093,474 12,173,880

令和３年度 28,131,552 29,006,279 -874,727 17,251,288

令和４年度 31,647,747 29,813,967 1,833,780 19,085,068 会費を値上げ

令和５年度 32,814,398 32,551,209 263,189 19,348,257

令和３年度 19,952,872 18,056,794 1,896,078 20,004,567

令和４年度 18,606,712 16,420,242 2,186,470 22,191,037 あきた大会開催

令和５年度 19,890,823 19,303,213 587,610 22,778,647

令和３年度 32,631,058 32,407,797 223,261 28,815,327

令和４年度 33,129,702 35,356,047 -2,226,345 27,725,982

令和５年度 35,229,540 34,566,499 663,041 3,867,982

令和３年度 16,768,285 17,832,870 -1,064,585 21,456,146

令和４年度 14,792,573 20,786,603 -5,994,030 65,462,116 寄付金5000万円

令和５年度 15,385,701 23,045,188 -7,659,487 57,802,629

令和３年度 66,681,189 66,696,048 -14,859 7,520,616

令和４年度 77,357,686 83,686,775 -6,329,089 6,503,310

令和５年度 71,507,129 76,792,337 -5,285,208 2,693,667

令和３年度 53,613,414 46,360,484 7,252,930 45,898,850

令和４年度 50,267,704 43,242,387 7,025,317 52,842,767 会費を値上げ

令和５年度 44,306,251 43,665,957 640,294 53,401,661

北海道士会

青森士会

岩手士会

宮城士会

秋田士会

山形士会

福島士会

茨城士会

栃木士会

各都道府県建築士会財政状況一覧（令和３年度～令和５年度）
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収入 支出 収支差額 正味財産残高 備考

令和３年度 36,888,300 33,221,496 3,666,804 39,741,741

令和４年度 41,049,232 40,841,116 208,116 39,949,857 会費を値上げ

令和５年度 37,792,624 39,996,592 -2,203,968 37,745,889

令和３年度 62,767,608 64,584,603 -1,816,995 82,870,153

令和４年度 64,123,027 66,358,709 -2,235,682 60,143,371

令和５年度 60,982,364 66,296,979 -5,314,615 54,758,756

令和３年度 59,871,513 54,731,994 5,139,519 150,743,347 株式売却益あり

令和４年度 53,553,623 58,920,426 -5,366,803 143,806,544

令和５年度 52,668,611 62,424,931 -9,756,320 152,280,224

令和３年度 212,983,797 229,996,668 -17,012,871 72,116,930

令和４年度 201,046,491 208,047,052 -7,000,561 65,116,369

令和５年度 196,973,342 200,815,139 -3,841,797 61,274,572

令和３年度 79,784,313 73,855,029 5,929,284 74,654,199

令和４年度 92,193,079 93,949,572 -1,756,493 72,745,951

令和５年度 84,110,731 85,782,852 -1,672,121 73,013,260

令和３年度 33,279,086 30,113,199 3,165,887 45,939,192

令和４年度 34,144,040 35,816,111 -1,672,071 44,267,121

令和５年度 31,478,507 35,914,187 -4,435,680 39,831,441

令和３年度 112,979,771 101,866,051 11,113,720 127,314,026 行政等受託業務1000万、家賃収入1500万

令和４年度 115,626,680 115,086,852 539,828 127,853,854 行政等受託業務1600万、家賃収入1400万

令和５年度 111,874,380 112,961,809 -1,087,429 126,766,425 行政等受託業務1100万、家賃収入1400万

令和３年度 74,540,273 68,844,711 5,695,562 34,239,166 5月決算

令和４年度 60,355,608 60,576,801 -221,193 33,947,973 5月決算

令和５年度 77,701,953 76,129,660 1,572,293 35,450,266 5月決算、行政等受託業務1200万円増

令和３年度 119,492,087 115,204,965 4,287,122 130,216,390 行政受託調査事業6500万円

令和４年度 146,231,529 145,630,056 601,473 130,757,863 行政受託調査事業9300万円

令和５年度 169,282,629 167,715,973 1,566,656 132,234,515 しずおか大会、行政受託調査事業1憶1500万円

令和３年度 211,885,337 193,785,001 18,100,336 190,938,843 木造住宅耐震診断受託業務8300万円

令和４年度 235,597,920 232,788,313 2,809,607 193,748,450 木造住宅耐震診断受託業務8700万円

令和５年度 241,626,681 237,045,771 4,580,910 198,329,360 木造住宅耐震診断受託業務9900万円

群馬士会

埼玉士会

千葉士会

東京士会

神奈川士会

山梨士会

長野士会

新潟士会

静岡士会

愛知士会
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収入 支出 収支差額 正味財産残高 備考

令和３年度 33,320,475 33,361,879 -41,404 102,425,013

令和４年度 36,715,595 42,268,078 -5,552,483 96,800,530

令和５年度 36,019,285 43,428,082 -7,408,797 89,319,733

令和３年度 27,172,659 21,492,453 5,680,206 45,742,284 会費を値上げ

令和４年度 30,332,566 27,078,156 3,254,410 48,996,694

令和５年度 30,439,117 28,785,049 1,654,068 50,650,762

令和３年度 36,566,432 41,590,162 -5,023,730 47,649,719

令和４年度 42,633,916 46,104,907 -3,470,991 44,178,728

令和５年度 41,459,692 41,024,813 434,879 44,613,607 経費削減

令和３年度 33,324,508 29,618,459 3,706,049 58,753,497

令和４年度 34,501,666 33,175,223 1,326,443 60,079,940

令和５年度 36,505,086 34,823,114 1,681,972 61,761,912 震災見舞金360万円

令和３年度 27,553,185 26,377,370 1,175,815 29,799,848

令和４年度 29,435,527 30,189,532 -754,005 28,965,843

令和５年度 32,932,274 33,494,291 -562,017 28,323,825

令和３年度 32,363,968 31,856,515 507,453 30,561,630

令和４年度 33,764,048 34,037,901 -273,853 30,106,477

令和５年度 31,623,152 31,255,935 367,217 30,387,594

令和３年度 86,977,001 87,489,140 -512,139 62,072,539

令和４年度 84,557,961 87,594,180 -3,036,219 58,966,320

令和５年度 82,299,389 82,481,524 -182,135 58,714,185

令和３年度 175,872,328 176,366,412 -494,084 53,754,855

令和４年度 134,142,969 140,420,959 -6,277,990 47,476,865

令和５年度 168,773,241 150,270,706 18,502,535 65,979,400 景観整備事業・行政受託事業 各1000万円、寄付金1100万円

令和３年度 55,526,375 51,198,057 4,328,318 95,962,859

令和４年度 55,715,350 54,350,070 1,365,280 97,328,139

令和５年度 55,115,530 51,869,443 3,246,087 100,574,226

岐阜士会

三重士会

富山士会

石川士会

福井士会

滋賀士会

京都士会

大阪士会

兵庫士会
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収入 支出 収支差額 正味財産残高 備考

令和３年度 27,073,759 26,238,579 835,180 89,587,333

令和４年度 23,880,090 25,198,497 -1,318,407 88,268,925

令和５年度 27,425,992 27,453,318 -27,326 88,241,599

令和３年度 158,309,759 156,043,100 2,266,659 61,507,813 木造住宅耐震診断受託業務4500万円

令和４年度 159,189,381 166,736,159 -7,546,778 53,981,898 木造住宅耐震診断受託業務5000万円

令和５年度 149,666,397 149,094,008 572,389 54,554,287 木造住宅耐震診断受託業務4700万円

令和３年度 27,425,246 22,625,506 4,799,740 28,273,140

令和４年度 28,290,715 25,041,051 3,249,664 31,522,804 70周年記念事業収益450万

令和５年度 22,726,044 21,894,759 831,285 32,354,089

令和３年度 28,456,216 30,010,670 -1,554,454 56,366,151

令和４年度 31,326,100 33,517,812 -2,191,712 54,174,439

令和５年度 27,725,777 30,542,855 -2,817,078 51,357,361

令和３年度 58,544,593 56,873,588 1,671,005 132,374,674

令和４年度 60,279,217 61,156,442 -877,225 131,135,833

令和５年度 57,666,694 61,367,375 -3,700,681 127,118,874

令和３年度 63,293,019 58,303,525 4,989,494 48,667,283 広島士会（東京開催）

令和４年度 50,060,730 49,501,759 558,971 49,155,254

令和５年度 49,084,981 48,794,523 290,458 49,374,712

令和３年度 46,878,446 44,281,848 2,596,598 83,985,126

令和４年度 46,946,253 47,414,803 -468,550 83,516,576

令和５年度 47,676,066 50,527,998 -2,851,932 80,664,644

令和３年度 92,794,685 99,713,838 -6,919,153 39,187,053

令和４年度 87,762,777 90,933,706 -3,170,929 35,220,224

令和５年度 82,445,411 86,848,681 -4,403,270 29,846,654

令和３年度 49,145,766 46,253,985 2,891,781 49,145,766

令和４年度 53,141,557 50,911,035 2,230,522 53,141,557

令和５年度 47,724,887 45,496,741 2,228,146 47,724,887

徳島士会

鳥取士会

奈良士会

和歌山士会

香川士会

島根士会

岡山士会

広島士会

山口士会

13



収入 支出 収支差額 正味財産残高 備考

令和３年度 52,421,000 52,005,000 416,000 43,553,000

令和４年度 51,115,000 52,710,000 -1,595,000 41,954,000

令和５年度 67,725,000 70,391,000 -2,666,000 41,280,000 木造住宅耐震診断派遣業務増

令和３年度 20,846,941 19,504,519 1,342,422 28,038,857

令和４年度 19,489,838 21,226,283 -1,736,445 26,302,412

令和５年度 21,877,162 23,203,612 -1,326,450 24,975,962

令和３年度 66,042,706 64,487,671 1,555,035 42,284,781

令和４年度 64,722,593 65,250,064 -527,471 41,757,310

令和５年度 67,406,593 68,924,974 -1,518,381 40,238,929

令和３年度 29,561,617 28,793,145 768,472 27,855,025

令和４年度 29,124,327 28,671,977 452,350 28,307,375

令和５年度 35,828,547 35,228,046 600,501 28,907,876

令和３年度 32,067,151 33,556,536 -1,489,385 25,755,061

令和４年度 38,199,439 39,158,190 -958,751 24,796,310

令和５年度 36,962,906 39,617,610 -2,654,704 22,141,606

令和３年度 55,710,653 60,106,371 -4,395,718 36,125,778

令和４年度 49,874,032 54,597,458 -4,723,426 31,105,352

令和５年度 43,281,500 48,076,845 -4,795,345 26,100,607

令和３年度 34,416,880 35,772,976 -1,356,096 79,828,343

令和４年度 45,626,822 46,145,982 -519,160 79,206,383

令和５年度 45,161,256 50,007,995 -4,846,739 74,253,744

令和３年度 31,029,639 27,289,949 3,739,690 46,484,925

令和４年度 50,100,648 52,815,241 -2,714,593 34,831,747

令和５年度 47,940,967 46,641,229 1,299,738 35,361,185

令和３年度 51,881,033 50,184,504 1,696,529 39,227,274

令和４年度 49,670,929 48,195,938 1,474,991 40,702,265

令和５年度 53,275,177 57,957,034 -4,681,857 37,612,828

令和３年度 38,763,404 41,498,812 -2,735,408 69,913,010

令和４年度 47,399,026 44,315,332 3,083,694 72,996,704

令和５年度 43,981,120 44,668,032 -686,912 72,309,792

沖縄士会

長崎士会

熊本士会

大分士会

宮崎士会

鹿児島士会

愛媛士会

高知士会

福岡士会

佐賀士会
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賛助会員

入会金 年額会費 入会金 年額会費 （１口） 一級 二級 木造 計Ｂ その他 計 一級 二級 木造 計Ａ

平成30年度 0 12,000 0 9,600 1,000 2,080 1,581 19 3,680 288 3,968 37,717 624 38,341
令和1年度 0 12,000 0 9,600 1,000 2,051 1,554 15 3,620 284 3,904 37,855 624 38,479
令和2年度 0 12,000 0 9,600 1,000 2,024 1,520 11 3,555 0 3,555 38,038 623 38,661
令和3年度 0 15,000 0 12,000 1,000 1,966 1,443 11 3,420 298 3,718 38,112 624 38,736
令和4年度 0 15,000 0 12,000 1,000 1,916(250) 1,417(2) 10 3,343 345 3,688 38,261 625 38,886
令和5年度 0 15,000 0 12,000 1,000 1,591(250) 1,338(2) 10 2,939 345 3,284 38,429 624 39,053
平成30年度 1,000 8,000 1,000 8,000 7,000 519 513 8 1,040 22 1,062 7,845 207 8,052
令和1年度 1,000 8,000 1,000 8,000 7,000 504 498 8 1,010 27 1,037 7,877 207 8,084
令和2年度 500 8,000 500 8,000 7,000 493 481 6 980 0 980 7,896 207 8,103
令和3年度 1,000 11,000 1,000 11,000 7,000 482 460 6 948 49 997 7,942 206 8,148
令和4年度 1,000 11,000 1,000 11,000 4,000～5,000 466 444 4 914 8 922 7,969 206 8,175
令和5年度 1,000 11,000 1,000 11,000 4,000～5,000 457 419 7 883 85 968 8,010 206 8,216
平成30年度 0 7,800 0 0 20,000 803 685 7 1,495 258 1,753 8,771 166 8,937
令和1年度 0 10,800 0 0 20,000 761 642 4 1,407 262 1,669 8,831 166 8,997
令和2年度 0 10,800 0 0 20,000 738 622 4 1,364 258 1,622 8,884 166 9,050
令和3年度 0 10,800 0 0 20,000 715 607 3 1,325 253 1,578 8,942 166 9,108
令和4年度 0 10,800 0 0 20,000 692 587 3 1,282 248 1,530 8,984 166 9,150
令和5年度 0 10,800 0 0 20,000 668 566 3 1,237 246 1,483 9,023 166 9,189
平成30年度 2,000 18,000 1,000 3,600 10,000 482 441 13 936 0 936 16,092 531 16,623
令和1年度 2,000 18,000 1,000 3,600 30,000 474 429 11 914 0 914 16,189 531 16,720
令和2年度 2,000 18,000 1,000 3,600 30,000 450 418 8 876 0 876 16,180 533 16,713
令和3年度 2,000 18,000 1,000 3,600 30,000 448 407 6 861 0 861 16,145 533 16,678
令和4年度 2,000 24,000 1,000 3,600 10,000 443 407 4 854 0 854 16,138 533 16,671
令和5年度 2,000 24,000 1,000 3,600 10,000 417 367 4 788 0 788 15,516 534 16,050
平成30年度 0～5,000 15,000 5,000 13,800 15,000 501 440 5 946 106 1,052 9,487 223 9,710
令和1年度 0～5,000 15,000 5,000 13,800 15,000 494 437 5 936 115 1,051 9,525 223 9,748
令和2年度 0～5,000 15,000 5,000 13,800 15,000 491 425 5 921 116 1,037 9,548 223 9,771
令和3年度 0～5,000 15,000 5,000 13,800 15,000 478 417 4 899 116 1,015 9,589 223 9,812
令和4年度 3,000 15,000 5,000 13,800 15,000 463 395 3 861 5 866 9,625 223 9,848
令和5年度 3,000 15,000 0 13,800 15,000 457 367 3 827 5 832 9,648 223 9,871
平成30年度 2,00012,000～14000 2,000 0 0 636 310 1 947 0 947 9,989 181 10,170
令和1年度 2,000 9,000 2,000 0 0 643 286 1 930 33 963 10,030 181 10,211
令和2年度 2,000 9,000 0 5,000 20,000 620 275 2 897 0 897 10,050 181 10,231
令和3年度 2,000 9,000 0 5,000 20,000 604 265 2 871 0 871 10,104 181 10,285
令和4年度 2,000 9,000 0 5,000 20,000 586 252 2 840 0 840 10,155 181 10,336
令和5年度 2,000 9,000 0 5,000 20,000 571 249 2 822 0 822 10,197 181 10,378
平成30年度 1,000 7,000 0 0 10,000 852 969 18 1,839 0 1,839 13,227 222 13,449
令和1年度 1,000 7,000 0 0 10,000 856 934 18 1,808 0 1,808 13,399 233 13,632
令和2年度 2,000 7,000 0 0 10,000 805 928 17 1,750 0 1,750 13,470 226 13,696
令和3年度 1,000 7,000 0 0 10,000 809 857 16 1,682 0 1,682 13,536 226 13,762
令和4年度 2,000 7,000 0 0 10,000 778 836 13 1,627 0 1,627 13,609 226 13,835
令和5年度 2,000 7,000 0 0 10,000 764 798 9 1,571 0 1,571 13,666 226 13,892
平成30年度 2,000 12,000 1,500 10,800 30,000 1,228 794 13 2,035 43 2,078 14,391 251 14,642
令和1年度 2,000 12,000 1,500 10,800 30,000 1,209 756 14 1,979 43 2,022 14,482 253 14,735
令和2年度 2,000 12,000 1,500 10,800 30,000 1,180 732 13 1,925 42 1,967 14,579 253 14,832
令和3年度 2,000 12,000 1,500 10,800 30,000 1,147 715 11 1,873 40 1,913 14,579 253 14,832
令和4年度 0 12,000 1,500 10,800 30,000 1,123(59) 672(1) 9 1,804 36 1,840 14,764 253 15,017
令和5年度 0 12,000 0 10,800 30,000 1,105(63) 639(1) 7 1,751 36 1,787 14,859 252 15,111

No.

北海道

青森県

岩手県3

2

1

会員数 登録者数

宮城県

正会員 準会員
年度都道府県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

6

5

4

8

7

15

kobayashi
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賛助会員

入会金 年額会費 入会金 年額会費 （１口） 一級 二級 木造 計Ｂ その他 計 一級 二級 木造 計Ａ
No.

会員数 登録者数正会員 準会員
年度都道府県

平成30年度 1,000 13,800 1,000 9,000 10,000 823 391 8 1,222 32 1,254 9,338 126 9,464
令和1年度 1,000 20,000 1,000 10,000 20,000 744 343 4 1,091 33 1,124 9,441 127 9,568
令和2年度 1,000 20,000 1,000 10,000 20,000 728 322 3 1,053 195 1,248 9,524 127 9,651
令和3年度 1,000 20,000 1,000 10,000 20,000 713(239) 320 2 1,035 0 1,035 9,614 127 9,741
令和4年度 1,000 20,000 1,000 10,000 20,000 683(240) 309 2 994 0 994 9,713 127 9,840
令和5年度 1,000 20,000 1,000 10,000 20,000 625(219) 302 2 929 0 929 9,802 127 9,929
平成30年度 1,000 10,800 500 9,400 200～9,200 974 442 3 1,419 7 1,426 12,796 289 13,085
令和1年度 1,000 10,800 500 9,400 200～9,200 945 437 3 1,385 7 1,392 12,607 289 12,896
令和2年度 1,000 10,800 500 9,240 1,200～9,200 917 411 3 1,331 7 1,338 12,678 289 12,967
令和3年度 1,000 10,800 500 9,240 2,000 877 401 3 1,281 8 1,289 12,766 289 13,055
令和4年度 1,000 13,200 500 9,240 2,000 845 381 3 1,229 9 1,238 12,844 290 13,134
令和5年度 1,000 13,200 500 9,240 2,000 811 381 3 1,195 9 1,204 12,909 290 13,199
平成30年度 2,000 12,000 1,000 6,000 20,000 1,015 352 3 1,370 77 1,447 32,966 342 33,308
令和1年度 2,000 12,000 1,000 6,000 20,000 1,013 351 3 1,367 0 1,367 33,289 342 33,631
令和2年度 2,000 12,000 1,000 6,000 20,000 952 315 3 1,270 94 1,364 33,585 342 33,927
令和3年度 2,000 12,000 1,000 6,000 20,000 946(185) 312(1) 3 1,261 102 1,363 33,836 343 34,179
令和4年度 2,000 12,000 1,000 6,000 20,000 885(180) 305(1) 3 1,193 92 1,285 34,101 344 34,445
令和5年度 2,000 12,000 1,000 6,000 20,000 878(167) 445(2) 5 1,328 94 1,422 34,374 344 34,718
平成30年度 2,000 15,300 2,000 15,300 20,000 1,077 666 6 1,749 21 1,770 23,761 457 24,218
令和1年度 2,000 15,300 2,000 15,300 20,000 1,070 651 5 1,726 20 1,746 24,060 456 24,516
令和2年度 2,000 15,300 2,000 15,300 20,000 1,024 620 5 1,649 28 1,677 24,297 458 24,755
令和3年度 2,000 15,300 2,000 15,300 20,000 995(178) 595(7) 5 1,595 104 1,699 24,513 460 24,973
令和4年度 2,000 15,300 2,000 15,300 20,000 974(165) 530(7) 12 1,516 0 1,516 24,708 461 25,169
令和5年度 2,000 15,300 2,000 15,300 20,000 955(158) 504(7) 13 1,472 0 1,472 24,944 461 25,405
平成30年度 3,000 18,000 3,000 9,600 24,000 5,092 438 3 5,533 0 5,533 88,493 618 89,111
令和1年度 3,000 18,000 3,000 9,600 24,000 5,093 438 3 5,534 0 5,534 89,387 628 90,015
令和2年度 3,000 18,000 3,000 9,600 24,000 5,009 431 3 5,443 0 5,443 90,122 631 90,753
令和3年度 3,000 18,000 3,000 9,600 24,000 4,940(373) 388(1) 3 5,331 0 5,331 90,725 636 91,361
令和4年度 3,000 18,000 3,000 9,600 24,000 4,792(365) 408(1) 3 5,203 0 5,203 91,297 641 91,938
令和5年度 3,000 18,000 3,000 9,600 24,000 4,694(364) 351(1) 4 5,049 0 5,049 91,893 643 92,536
平成30年度 2,000 20,000 1,000 15,000 30,000 2,184 479 2 2,665 74 2,739 36,742 489 37,231
令和1年度 2,000 20,000 1,000 15,000 30,000 2,115 469 1 2,585 73 2,658 37,129 494 37,623
令和2年度 2,000 20,000 1,000 15,000 30,000 2,052 458 1 2,511 74 2,585 37,422 496 37,918
令和3年度 2,000 20,000 1,000 15,000 30,000 1,972(217) 447(1) 2 2,421 5 2,426 37,271 498 37,769
令和4年度 2,000 20,000 1,000 15,000 30,000 1,884(212) 416(1) 2 2,302 5 2,307 37,588 500 38,088
令和5年度 2,000 20,000 1,000 15,000 30,000 1,854(212) 404(1) 3 2,261 4 2,265 37,944 502 38,446
平成30年度 2,000 15,000 2,000 9,000 12,000 703 365 2 1,070 77 1,147 5,367 65 5,432
令和1年度 2,000 15,000 2,000 9,000 12,000 686 345 2 1,033 76 1,109 5,383 66 5,449
令和2年度 2,000 15,000 2,000 9,000 12,000 674 350 2 1,026 77 1,103 5,408 67 5,475
令和3年度 2,000 15,000 2,000 9,000 12,000 670 352 1 1,023 79 1,102 5,434 67 5,501
令和4年度 2,000 15,000 2,000 9,000 12,000 648 337 1 986 75 1,061 5,456 67 5,523
令和5年度 2,000 15,000 2,000 9,000 12,000 647 311 1 959 89 1,048 5,477 67 5,544
平成30年度 2,000 24,000 2,000 14,400 3,000～50000 1,520 965 13 2,498 0 2,498 15,131 461 15,592
令和1年度 2,000 24,000 2,000 14,400 0 1,479 926 13 2,418 0 2,418 15,213 461 15,674
令和2年度 2,000 24,000 2,000 14,400 0 1,407 866 9 2,282 0 2,282 15,270 463 15,733
令和3年度 2,000 24,000 2,000 14,400 0 1,360 856 9 2,225 0 2,225 15,324 464 15,788
令和4年度 2,000 24,000 2,000 14,400 0～50,000 1,324 792 9 2,125 0 2,125 15,397 465 15,862
令和5年度 2,000 24,000 2,000 14,400 20,000 1,275 750 8 2,033 7 2,040 15,397 465 15,862

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

長野県16
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14

13

12

11

10

9

16



賛助会員

入会金 年額会費 入会金 年額会費 （１口） 一級 二級 木造 計Ｂ その他 計 一級 二級 木造 計Ａ
No.

会員数 登録者数正会員 準会員
年度都道府県

平成30年度 1,000 11,400 1,000 11,400 11,400 1,286 745 12 2,043 54 2,097 19,135 593 19,728
令和1年度 2,000 11,400 0 11,400 11,400 1,301 739 12 2,052 54 2,106 19,248 593 19,841
令和2年度 2,000 12,000 0 12,000 12,000 1,220 674 11 1,905 48 1,953 19,335 593 19,928
令和3年度 2,000 14,400 2,000 14,400 14,400 1,201(501) 650(7) 10 1,861 52 1,913 19,429 593 20,022
令和4年度 2,000 14,400 2,000 14,400 14,400 1,148(473) 605(6) 8 1,761 53 1,814 19,512 594 20,106
令和5年度 2,000 14,400 2,000 14,400 14,400 1,096(468) 572(6) 7 1,675 51 1,726 20,203 594 20,797
平成30年度 10,000 30,000 0 0 40,000 997 210 3 1,210 157 1,367 21,326 635 21,961
令和1年度 10,000 30,000 0 0 40,000 943 197 3 1,143 146 1,289 21,464 637 22,101
令和2年度 10,000 30,000 0 0 40,000 908 190 3 1,101 0 1,101 21,576 638 22,214
令和3年度 10,000 30,000 0 0 40,000 884(207) 176(2) 3 1,063 149 1,212 21,697 639 22,336
令和4年度 10,000 30,000 0 2,000 40,000 861(199) 172(2) 3 1,036 148 1,184 21,834 639 22,473
令和5年度 10,000 30,000 0 2,000 40,000 813(194) 164(2) 2 979 149 1,128 21,974 640 22,614
平成30年度 4,000 18,000 3,000 14,400 30,000 2,999 682 9 3,690 149 3,839 38,216 1,478 39,694
令和1年度 4,000 18,000 3,000 14,400 30,000 2,927 650 6 3,583 151 3,734 38,542 1,479 40,021
令和2年度 4,000 18,000 3,000 14,400 30,000 2,870 627 6 3,503 151 3,654 38,866 1,478 40,344
令和3年度 4,000 18,000 3,000 14,400 30,000 2,720 596 5 3,321 0 3,321 39,173 1,482 40,655
令和4年度 4,000 18,000 3,000 14,400 30,000 2,636(198) 589(4) 5 3,230 0 3,230 39,514 1,485 40,999
令和5年度 4,000 18,000 3,000 14,400 30,000 2,537(195) 565(7) 4 3,106 0 3,106 39,862 1,487 41,349
平成30年度 3,000 18,000 3,000 9,000 20,000 929 213 4 1,146 68 1,214 11,007 448 11,455
令和1年度 3,000 18,000 3,000 9,000 30,000 891 202 2 1,095 67 1,162 11,093 449 11,542
令和2年度 3,000 18,000 3,000 9,000 30,000 856 205 2 1,063 65 1,128 11,181 449 11,630
令和3年度 3,000 18,000 3,000 9,000 30,000 827 186 2 1,015 0 1,015 11,251 449 11,700
令和4年度 3,000 18,000 3,000 9,000 30,000 797 176 2 975 0 975 11,344 450 11,794
令和5年度 3,000 18,000 3,000 9,000 30,000 772 172 2 946 0 946 11,462 451 11,913
平成30年度 3,000 18,000 3,000 16,000 10,000 703 156 2 861 6 867 8,953 384 9,337
令和1年度 3,000 18,000 3,000 17,000 10,000 683 152 1 836 2 838 9,005 384 9,389
令和2年度 3,000 18,000 3,000 17,000 10,000 654 143 1 798 2 800 9,051 385 9,436
令和3年度 3,000 20,000 3,000 19,000 10,000 629(224) 140 1 770 3 773 9,070 383 9,453
令和4年度 3,000 20,000 3,000 19,000 10,000 629(225) 140 1 770 3 773 9,140 383 9,523
令和5年度 3,000 20,000 3,000 19,000 10,000 567(184) 142(2) 0 709 14 723 9,192 386 9,578
平成30年度 2,500 12,000 2,500 7,800 12,000 927 674 21 1,622 8 1,630 9,729 385 10,114
令和1年度 2,500 12,000 2,500 7,800 12,000 900 646 19 1,565 8 1,573 9,775 385 10,160
令和2年度 2,500 12,000 2,500 7,800 12,000 869 612 18 1,499 0 1,499 9,812 384 10,196
令和3年度 2,500 12,000 2,500 7,800 12,000 831 575 15 1,421 6 1,427 9,865 385 10,250
令和4年度 2,500 12,000 2,500 7,800 12,000 781 526 14 1,321 6 1,327 9,916 385 10,301
令和5年度 2,500 12,000 2,500 7,800 12,000 765 508 13 1,286 6 1,292 9,955 385 10,340
平成30年度 3,000 12,600 3,000 9,600 52,800 922 403 14 1,339 78 1,417 10,497 308 10,805
令和1年度 3,000 12,600 3,000 9,600 52,800 931 405 14 1,350 77 1,427 10,579 308 10,887
令和2年度 3,000 12,600 3,000 9,600 52,800 927 397 13 1,337 75 1,412 9,878 332 10,210
令和3年度 3,000 12,600 3,000 9,600 52,800 897(384) 378(6) 12 1,287 77 1,364 10,725 309 11,034
令和4年度 3,000 12,600 3,000 9,600 52,800 865(371) 365(5) 12 1,242 75 1,317 10,786 310 11,096
令和5年度 3,000 12,600 3,000 9,60036,000～100,000 840(365) 365(6) 11 1,207 74 1,281 10,881 311 11,192
平成30年度 2,000 13,800 0 2,000 5,000 699 350 1 1,050 0 1,050 7,706 105 7,811
令和1年度 2,000 13,800 0 2,000 5,000 701 300 1 1,002 1 1,003 7,744 105 7,849
令和2年度 2,000 13,800 0 2,000 5,000 685 284 1 970 1 971 7,772 105 7,877
令和3年度 2,000 13,800 0 2,000 5,000 675 277 1 953 0 953 7,813 105 7,918
令和4年度 2,000 13,800 2,000 2,000 5,000 660 269 1 930 0 930 7,851 105 7,956
令和5年度 2,000 13,800 2,000 2,000 5,000 645 261 1 907 0 907 7,889 105 7,994

新潟県

静岡県

愛知県

岐阜県

三重県

富山県

石川県

福井県24
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20
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17

17



賛助会員

入会金 年額会費 入会金 年額会費 （１口） 一級 二級 木造 計Ｂ その他 計 一級 二級 木造 計Ａ
No.

会員数 登録者数正会員 準会員
年度都道府県

平成30年度 2,000 18,000 2,000 15,000 10,000 581 266 2 849 7 856 9,378 334 9,712
令和1年度 2,000 18,000 2,000 15,000 10,000 580 278 2 860 8 868 9,453 351 9,804
令和2年度 2,000 18,000 2,000 15,000 10,000 574 273 2 849 8 857 9,525 364 9,889
令和3年度 2,000 18,000 2,000 15,000 10,000 580 278 2 860 8 868 9,611 378 9,989
令和4年度 2,000 18,000 2,000 15,000 10,000 524 236 2 762 13 775 9,676 390 10,066
令和5年度 2,000 18,000 2,000 15,000 10,000 520 239 2 761 16 777 9,760 399 10,159
平成30年度 2,000 18,000 1,500 15,600 36,000 1,064 377 5 1,446 58 1,504 19,836 3,075 22,911
令和1年度 2,000 18,000 1,500 15,600 36,000 1,043 362 5 1,410 63 1,473 20,059 3,148 23,207
令和2年度 2,000 18,000 1,500 15,600 36,000 1,022 349 5 1,376 14 1,390 20,282 3,288 23,570
令和3年度 2,000 18,000 1,500 15,600 36,000 998 339 4 1,341 73 1,414 20,282 3,288 23,570
令和4年度 2,000 18,000 1,500 15,600 36,000 968 310 3 1,281 68 1,349 20,761 3,475 24,236
令和5年度 2,000 18,000 1,500 15,600 36,000 853 268 3 1,124 72 1,196 20,969 3,555 24,524
平成30年度 4,000 19,800 4,000 14,400 30,000 2,140 372 7 2,519 187 2,706 56,885 633 57,518
令和1年度 4,000 19,800 4,000 14,400 30,000 2,088 359 6 2,453 185 2,638 57,332 654 57,986
令和2年度 4,000 19,800 4,000 14,400 30,000 2,035 336 6 2,377 203 2,580 57,683 681 58,364
令和3年度 4,000 19,800 4,000 14,400 30,000 2,017 333 6 2,356 202 2,558 58,152 702 58,854
令和4年度 4,000 19,800 4,000 14,400 30,000 1,970 356 5 2,331 201 2,532 58,577 732 59,309
令和5年度 4,000 19,800 4,000 14,400 30,000 1,902 336 5 2,243 192 2,435 58,946 745 59,691
平成30年度 3,000 14,400 0 14,400 15,000 1,323 320 3 1,646 12 1,658 31,360 670 32,030
令和1年度 3,000 16,800 0 16,800 15,000 1,278 307 4 1,589 0 1,589 31,591 674 32,265
令和2年度 3,000 16,800 0 16,800 15,000 1,208 285 3 1,496 10 1,506 31,761 682 32,443
令和3年度 3,000 16,800 0 16,800 15,000 1,165 272 13 1,450 0 1,450 31,979 688 32,667
令和4年度 3,000 16,800 0 16,800 15,000 1,128 258 3 1,389 1389 1,445 32,176 698 32,874
令和5年度 3,000 16,800 0 16,800 15,000 1,097 242 1 1,340 11 1,351 32,357 704 33,061
平成30年度 3,000 13,800 1,500 12,000 10,000 611 259 5 875 10 885 7,565 291 7,856
令和1年度 3,000 13,800 1,500 12,000 10,000 596 245 5 846 10 856 7,591 295 7,886
令和2年度 3,000 18,600 1,500 12,000 10,000 587 247 5 839 11 850 7,638 297 7,935
令和3年度 3,000 18,600 1,500 12,000 10,000 527 213 3 743 10 753 7,695 298 7,993
令和4年度 3,000 18,600 1,500 12,000 10,000 509 203 2 714 8 722 7,755 302 8,057
令和5年度 3,000 18,600 1,500 12,000 10,000 498 194 2 694 10 704 7,818 303 8,121
平成30年度 1,000～10000 12,000 1,000～10000 11,400 20,000 676 411 4 1,091 151 1,242 6,756 104 6,860
令和1年度 1,000～10000 12,000 1,000～10000 11,400 20,000 679 395 3 1,077 164 1,241 6,780 104 6,884
令和2年度 1,000～1000012,000～160001,000～10000 11,400 20,000 666 435 4 1,105 166 1,271 6,502 104 6,606
令和3年度 1,000 12,000 1,000 11,400 20,000 653(57) 360(1) 4 1,017 155 1,172 6,515 105 6,620
令和4年度 1,000 12,000 1,000 12,000 20,000 647 365 4 1,016 1016 1,235 6,538 105 6,643
令和5年度 1,000 12,000 1,000 12,000 20,000 637 368 4 1,009 1,009 6,390 105 6,495
平成30年度 2,000 12,000 0 10,000 3,000 456 246 3 705 279 984 4,117 132 4,249
令和1年度 0 12,000 0 10,000 3,000 460 248 3 711 88 799 4,143 133 4,276
令和2年度 0 12,000 0 10,000 3,000 456 234 2 692 0 692 4,172 133 4,305
令和3年度 0 12,000 0 10,000 3,000 435 222 2 659 0 659 4,197 133 4,330
令和4年度 0 12,000 0 10,000 3,000 419 224 3 646 111 757 4,219 133 4,352
令和5年度 0 12,000 0 10,000 3,000 395 220 2 617 148 765 4,248 133 4,381
平成30年度 2,000 10,200 2,000 10,200 10,000 793 442 8 1,243 234 1,477 5,970 236 6,206
令和1年度 2,000 10,200 2,000 10,200 10,000 786 433 8 1,227 233 1,460 5,996 237 6,233
令和2年度 2,000 10,200 2,000 10,200 10,000 789 416 8 1,213 233 1,446 6,016 237 6,253
令和3年度 2,000 10,200 2,000 10,200 10,000 760 409 8 1,177 231 1,408 6,047 238 6,285
令和4年度 2,000 10,200 2,000 10,200 10,000 743 404 7 1,154 231 1,385 6,071 238 6,309
令和5年度 2,000 10,200 2,000 10,200 10,000 717 393 6 1,116 188 1,304 6,095 238 6,333

和歌山県

鳥取県

島根県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県
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賛助会員

入会金 年額会費 入会金 年額会費 （１口） 一級 二級 木造 計Ｂ その他 計 一級 二級 木造 計Ａ
No.

会員数 登録者数正会員 準会員
年度都道府県

平成30年度 3,000 12,000 3,000 12,000 20,000 695 434 4 1,133 0 1,133 11,929 87 12,016
令和1年度 3,000 12,000 3,000 12,000 20,000 894 415 4 1,313 43 1,356 12,001 87 12,088
令和2年度 3,000 12,000 3,000 12,000 20,000 864 410 4 1,278 49 1,327 12,084 88 12,172
令和3年度 3,000 12,000 3,000 12,000 20,000 856(220) 618(5) 5 1,479 71 1,550 12,156 90 12,246
令和4年度 3,000 12,000 3,000 12,000 20,000 881(222) 673(6) 11 1,565 76 1,641 12,240 91 12,331
令和5年度 3,000 12,000 3,000 12,000 20,000 857(221) 676(5) 11 1,544 86 1,630 12,321 92 12,413
平成30年度 3,000 12,000 3,000 12,000 30,000 1,481 332 10 1,823 17 1,840 18,233 503 18,736
令和1年度 3,000 12,000 3,000 12,000 30,000 1,454 341 10 1,805 18 1,823 18,382 502 18,884
令和2年度 3,000 12,000 3,000 12,000 30,000 1,423 328 7 1,758 0 1,758 18,501 502 19,003
令和3年度 3,000 12,000 3,000 12,000 30,000 1,412 320 7 1,739 18 1,757 18,620 500 19,120
令和4年度 3,000 12,000 3,000 12,000 30,000 1,349 300 4 1,653 28 1,681 18,726 500 19,226
令和5年度 3,000 12,000 3,000 12,000 30,000 1,298 300 5 1,603 34 1,637 18,871 501 19,372
平成30年度 5,000 15,000 5,000 12,000 15,000 1,159 665 4 1,828 248 2,076 10,128 191 10,319
令和1年度 5,000 15,000 5,000 12,000 15,000 1,118 640 4 1,762 240 2,002 10,160 191 10,351
令和2年度 5,000 15,000 5,000 12,000 15,000 1,097 608 3 1,708 0 1,708 10,200 191 10,391
令和3年度 5,000 15,000 5,000 12,000 15,000 1,055(425) 586(2) 3 1,644 238 1,882 10,242 191 10,433
令和4年度 5,000 15,000 5,000 12,000 15,000 1,006(396) 557 2 1,565 237 1,802 10,289 191 10,480
令和5年度 5,000 15,000 5,000 12,000 15,000 965(373) 542 2 1,509 237 1,746 10,325 191 10,516
平成30年度 3,000 15,000 3,000 15,000 20,000 598 454 2 1,054 64 1,118 6,638 77 6,715
令和1年度 3,000 8,000 3,000 8,000 20,000 597 454 2 1,053 78 1,131 6,658 77 6,735
令和2年度 3,000 8,000 3,000 8,000 20,000 576 457 2 1,035 77 1,112 6,682 78 6,760
令和3年度 3,000 8,000 3,000 8,000 20,000 567 431 2 1,000 74 1,074 6,707 78 6,785
令和4年度 3,000 8,000 3,000 8,000 20,000 544 409 2 955 70 1,025 6,727 78 6,805
令和5年度 3,000 8,000 3,000 8,000 20,000 525 380 2 907 68 975 6,769 78 6,847
平成30年度 2,000 12,000 2,000 12,000 10,000 936 533 5 1,474 54 1,528 8,151 148 8,299
令和1年度 2,000 12,000 2,000 12,000 10,000 958 495 5 1,458 53 1,511 8,186 148 8,334
令和2年度 5,000 18,000 5,000 15,000 10,000 927 465 5 1,397 54 1,451 8,211 148 8,359
令和3年度 5,000 18,000 5,000 15,000 10,000 893 441 5 1,339 54 1,393 8,254 148 8,402
令和4年度 5,000 18,000 5,000 15,000 10,000 864 404 4 1,272 53 1,325 8,299 148 8,447
令和5年度 5,000 18,000 5,000 15,000 10,000 848 405 3 1,256 54 1,310 8,348 148 8,496
平成30年度 2,000 18,000 2,000 12,000 10,000 952 494 3 1,449 116 1,565 9,403 139 9,542
令和1年度 2,000 18,000 2,000 12,000 10,000 892 470 3 1,365 144 1,509 9,463 140 9,603
令和2年度 2,000 18,000 2,000 12,000 10,000 868 441 3 1,312 149 1,461 9,501 140 9,641
令和3年度 2,000 18,000 2,000 12,000 10,000 853 448 3 1,304 157 1,461 9,545 141 9,686
令和4年度 2,000 18,000 2,000 12,000 10,000 827 435 2 1,264 170 1,434 9,614 141 9,755
令和5年度 2,000 18,000 2,000 12,000 10,000 797 431 2 1,230 185 1,415 9,680 141 9,821
平成30年度 3,000 12,000 3,000 9,600 5,000 596 396 4 996 0 996 5,779 86 5,865
令和1年度 3,000 12,000 3,000 9,600 5,000 594 389 3 986 0 986 5,803 86 5,889
令和2年度 3,000 12,000 3,000 9,600 5,000 581 389 3 973 0 973 5,821 87 5,908
令和3年度 3,000 12,000 3,000 9,600 5,000 563(247) 380(2) 3 946 0 946 5,841 87 5,928
令和4年度 3,000 12,000 3,000 9,600 5,000 531(227) 359(2) 2 892 0 892 5,876 87 5,963
令和5年度 3,000 12,000 3,000 9,600 5,000 529(226) 367(2) 2 898 0 898 5,901 87 5,988
平成30年度 2,000 16,200 1,000 15,000 30,000 1,641 491 3 2,135 174 2,309 31,369 398 31,767
令和1年度 2,000 16,200 1,000 15,000 30,000 1,609 481 2 2,092 190 2,282 30,920 400 31,320
令和2年度 2,100 16,200 1,100 15,000 30,000 1,549 482 1 2,032 199 2,231 31,114 399 31,513
令和3年度 2,100 16,200 1,100 15,000 30,000 1,502(41) 480 1 1,983 188 2,171 31,305 401 31,706
令和4年度 1,000 16,200 0 15,550 30,000 1485 467 1 1,953 0 1,953 31,511 401 31,912
令和5年度 1,000 16,200 0 15,550 30,000 1,469 461 1 1,931 0 1,931 31,727 401 32,128

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県40

39

38

37

36

35

34

33
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賛助会員

入会金 年額会費 入会金 年額会費 （１口） 一級 二級 木造 計Ｂ その他 計 一級 二級 木造 計Ａ
No.

会員数 登録者数正会員 準会員
年度都道府県

平成30年度 3,000 14,400 3,000 9,600 10,000 535 325 4 864 56 920 4,810 137 4,947
令和1年度 3,000 14,400 3,000 9,600 10,000 525 333 4 862 55 917 4,838 137 4,975
令和2年度 3,000 14,400 3,000 9,600 10,000 522 332 3 857 0 857 4,893 137 5,030
令和3年度 3,000 14,400 3,000 9,600 10,000 511 313 2 826 0 826 4,919 138 5,057
令和4年度 3,000 14,400 3,000 9,600 10,000 501 330 2 833 0 833 4,951 138 5,089
令和5年度 3,000 14,400 3,000 9,600 10,000 480 329 2 811 78 889 4,988 138 5,126
平成30年度 1,000 15,600 1,000 10,800 1,000 683 394 8 1,085 0 1,085 8,262 240 8,502
令和1年度 1,000 15,600 1,000 10,800 1,000 663 385 8 1,056 50 1,106 8,296 240 8,536
令和2年度 1,000 15,600 1,000 10,800 1,000 646 398 6 1,050 51 1,101 8,351 240 8,591
令和3年度 1,000 15,600 1,000 10,800 1,000 623 385 6 1,014 45 1,059 8,385 239 8,624
令和4年度 1,000 15,600 1,000 10,800 1,000 601 344 6 951 0 951 8,384 240 8,624
令和5年度 1,000 15,600 1,000 10,800 1,000 589 335 6 930 0 930 8,470 239 8,709
平成30年度 3,000 14,400 3,000 6,000 20,000 992 408 4 1,404 27 1,431 10,676 292 10,968
令和1年度 3,000 14,400 3,000 6,000 20,000 988 393 4 1,385 28 1,413 10,756 292 11,048
令和2年度 3,000 14,400 3,000 6,000 20,000 983 396 3 1,382 68 1,450 10,817 292 11,109
令和3年度 3,000 14,400 3,000 6,000 20,000 961 384 3 1,348 27 1,375 10,897 293 11,190
令和4年度 3,000 14,400 3,000 6,000 20,000 946 363 3 1,312 31 1,343 10,986 294 11,280
令和5年度 3,000 14,400 3,000 6,000 20,000 909 344 3 1,256 28 1,284 11,058 294 11,352
平成30年度 1,000 9,600 1,000 9,600 2,500～15000 736 310 1 1,047 86 1,133 7,859 103 7,962
令和1年度 1,000 9,600 1,000 9,600 5,000～30000 728 309 1 1,038 94 1,132 7,895 104 7,999
令和2年度 1,000 9,600 1,000 9,600 2,500～15,000 713 306 1 1,020 105 1,125 7,933 104 8,037
令和3年度 1,000 9,600 1,000 9,600 2,500～15,000 693 303 1 997 106 1,103 7,967 104 8,071
令和4年度 1,000 9,600 1,000 9,600 2,500～15,000 666 300 1 967 110 1,077 659 3 662
令和5年度 1,000 9,600 1,000 9,600 2,500～15,000 649 289 1 939 112 1,051 8630 107 8737
平成30年度 2,000 14,000 2,000 14,000 10,000 640 396 0 1,036 81 1,117 8,016 306 8,322
令和1年度 2,000 14,000 2,000 14,000 10,000 628 369 0 997 81 1,078 8,054 306 8,360
令和2年度 2,000 14,000 2,000 14,000 10,000 601 358 0 959 77 1,036 8,077 306 8,383
令和3年度 2,000 14,000 2,000 14,000 10,000 582(228) 333(1) 0 915 75 990 8,096 307 8,403
令和4年度 2,000 14,000 2,000 14,000 10,000 565(219) 322(1) 1 888 76 964 8,128 307 8,435
令和5年度 2,000 14,000 2,000 14,000 10,000 550(207) 308(1) 1 859 81 940 8,149 307 8,456
平成30年度 1,000 12,600 1,000 11,400 13,000 1,185 772 6 1,963 165 2,128 8,326 209 8,535
令和1年度 1,000 12,600 1,000 11,400 13,000 1,157 764 5 1,926 173 2,099 8,375 209 8,584
令和2年度 1,000 12,600 1,000 11,400 13,000 1,128 742 6 1,876 177 2,053 8,442 209 8,651
令和3年度 1,000 12,600 1,000 11,400 13,000 1,090(232) 705(4) 7 1,802 129 1,931 8,495 209 8,704
令和4年度 1,000 12,600 1,000 11,400 13,000 1,083(212) 900(3) 10 1,993 127 2,120 8,509 221 8,730
令和5年度 1,000 12,600 1,000 11,400 13,000 1,039(208) 871(3) 11 1,921 133 2,054 8,517 209 8,726
平成30年度 4,000 16,800 4,000 8,400 10,000 783 266 0 1,049 61 1,110 6,318 7 6,325
令和1年度 4,000 16,800 4,000 8,400 10,000 777 284 0 1,061 59 1,120 6,367 7 6,374
令和2年度 4,000 16,800 4,000 8,400 10,000 763 268 0 1,031 0 1,031 6,404 8 6,412
令和3年度 4,000 16,800 4,000 8,400 10,000 752 269 0 1,021 57 1,078 6,448 8 6,456
令和4年度 4,000 16,800 4,000 8,400 10,000 736(168) 258(2) 0 994 49 1,043 6,492 8 6,500
令和5年度 4,000 16,800 4,000 8,400 10,000 694(88) 227(2) 0 921 48 969 6,545 8 6,553

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県 47

46

45

44

43

42

41
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（単位：名）

Ｈ２２年度末 Ｈ２３年度末 Ｈ２４年度末 Ｈ２５年度末 Ｈ２６年度末 Ｈ２７年度末 Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末 Ｈ３０年度末 Ｒ１年度末 Ｒ２年度末 Ｒ３年度末 Ｒ４年度末 Ｒ５年度末

北 海 道 5,004 4,931 4,638 4,237 4,190 4,047 3,978 3,924 3,878 3,812 3,713 3,675 3,615 3,536
青  　 森 1,272 1,246 1,194 1,152 1,119 1,109 1,107 1,101 1,073 1,050 1,030 1,016 977 957
岩　　 手 1,924 1,445 1,815 1,778 1,737 1,712 1,681 1,642 1,584 1,550 1,503 1,463 1,410 1,360
宮 　  城 1,323 1,122 1,044 1,118 1,029 992 975 935 914 880 861 853 788 725
秋     田 1,376 1,322 1,278 1,241 1,218 1,163 1,108 1,066 1,064 1,052 1,028 1,003 979 948
山     形 1,230 1,188 1,133 1,092 1,081 1,034 1,003 1,000 982 944 912 885 856 829
福     島 2,169 1,867 1,802 1,967 1,925 1,901 1,841 1,775 1,746 1,697 1,594 1,571 1,514 1,432
茨     城 2,565 2,372 2,408 2,374 2,321 2,222 2,143 2,098 2,057 2,003 1,927 1,866 1,797 1,724
栃     木 1,625 1,555 1,560 1,520 1,445 1,408 1,385 1,350 1,270 1,274 1,224 1,210 1,180 1,159
群     馬 1,926 1,838 1,737 1,669 1,600 1,551 1,503 1,456 1,417 1,377 1,332 1,282 1,234 1,178
埼     玉 1,805 1,735 1,665 1,620 1,590 1,530 1,510 1,455 1,430 1,402 1,342 1,300 1,250 1,237
千     葉 2,257 2,152 2,115 2,057 2,019 1,967 1,918 1,863 1,822 1,786 1,731 1,676 1,623 1,569
東     京 6,600 6,350 6,080 5,865 5,600 5,650 5,530 5,350 5,300 5,200 5,090 4,970 4,850 4,715
神 奈 川 3,250 3,165 3,061 3,000 3,000 2,795 2,666 2,578 2,458 2,416 2,298 2,208 2,108 2,054
山     梨 1,225 1,197 1,132 1,092 1,067 1,040 1,020 1,005 985 955 975 935 910 900
長  　 野 3,217 3,079 2,985 2,837 2,755 2,707 2,646 2,568 2,495 2,413 2,306 2,192 2,117 2,032
新 　  潟 2,544 2,476 2,397 2,305 2,284 2,238 2,183 2,107 2,061 1,994 1,916 1,839 1,751 1,674
 静     岡 2,333 1,851 1,750 1,700 1,550 1,510 1,450 1,400 1,360 1,310 1,260 1,205 1,155 1,115
愛  　 知 4,710 4,500 4,430 4,300 4,200 4,100 3,980 3,860 3,720 3,630 3,530 3,430 3,330 3,230
岐  　 阜 1,579 1,513 1,464 1,390 1,349 1,305 1,247 1,203 1,178 1,118 1,078 1,033 1,003 943
三     重 1,165 1,132 1,073 1,045 1,006 990 953 893 849 807 774 740 721 699
富     山 1,940 1,880 1,820 1,760 1,685 1,670 1,610 1,550 1,485 1,427 1,355 1,295 1,230 1,155

  石     川  1,558 1,495 1,442 1,467 1,428 1,418 1,394 1,361 1,351 1,321 1,286 1,249 1,212 1,172
福     井 1,200 1,147 1,103 1,058 1,032 1,036 1,025 1,003 970 940 924 903 882 868
滋     賀 1,148 1,097 1,018 965 925 900 890 860 830 814 794 770 755 705
京     都 1,870 1,785 1,742 1,743 1,680 1,652 1,590 1,552 1,493 1,468 1,434 1,370 1,224 1,191
大     阪 3,485 3,290 3,100 2,930 2,780 2,690 2,625 2,560 2,540 2,470 2,470 2,455 2,360 2,285
兵     庫 2,088 1,987 1,925 1,854 1,784 1,750 1,697 1,667 1,601 1,529 1,482 1,445 1,375 1,319
奈     良 1,146 1,122 1,111 1,064 1,028 1,000 950 935 890 860 800 777 732 704
和 歌 山 1,330 1,330 1,293 1,298 1,282 1,313 1,328 1,311 1,303 1,300 1,268 1,235 1,232 1,222
鳥     取 865 865 820 801 755 725 715 718 698 698 678 668 650 600
島     根 1,340 1,390 1,340 1,330 1,300 1,300 1,320 1,300 1,280 1,270 1,240 1,210 1,180 1,150
岡     山 1,627 1,615 1,621 1,602 1,477 1,535 1,468 1,411 1,391 1,334 1,288 1,288 1,258 1,206
広     島 2,260 2,150 2,080 2,000 1,930 1,900 1,870 1,825 1,820 1,800 1,750 1,720 1,665 1,615
山     口 2,405 2,350 2,265 2,155 2,125 2,045 1,965 1,925 1,845 1,795 1,740 1,675 1,620 1,549
徳     島 1,040 1,192 1,152 1,137 1,097 1,082 1,091 1,113 1,122 1,132 1,099 1,046 1,008 963
香     川 1,630 1,600 1,590 1,570 1,575 1,550 1,530 1,540 1,525 1,485 1,420 1,365 1,315 1,290
愛     媛 1,603 1,605 1,597 1,599 1,586 1,574 1,578 1,561 1,521 1,487 1,475 1,449 1,428 1,423
高     知 1,095 1,072 1,034 996 985 960 971 964 969 949 925 892 873 842
福     岡 2,542 2,567 2,452 2,335 2,350 2,317 2,322 2,290 2,255 2,205 2,185 2,135 2,081 2,047
佐     賀 1,022 995 972 955 949 939 930 929 932 921 910 907 912 893
長     崎 1,324 1,294 1,236 1,193 1,184 1,160 1,123 1,106 1,080 1,056 1,043 1,004 981 949
熊     本 1,645 1,590 1,560 1,530 1,490 1,445 1,420 1,415 1,395 1,365 1,350 1,320 1,273 1,245
大     分 1,358 1,327 1,272 1,220 1,185 1,165 1,162 1,153 1,151 1,152 1,124 1,089 1,072 1,051
宮     崎 1,443 1,412 1,388 1,316 1,269 1,237 1,198 1,160 1,107 1,071 1,023 992 952 930
鹿 児 島 2,279 2,205 2,167 2,102 2,083 2,036 2,040 1,996 1,984 1,950 1,878 1,838 1,773 1,711
沖     縄 900 895 880 898 896 896 977 1,020 998 990 978 955 934 876
合　　　計 93,242 89,293 86,741 84,237 81,945 80,266 78,616 76,854 75,179 73,459 71,343 69,404 67,145 64,977
前年差 -3,949 -2,552 -2,504 -2,292 -1,679 -1,650 -1,762 -1,675 -1,720 -2,116 -1,939 -2,259 -2,168

建築士会別会員推移（平成22年度～令和5年度）
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発注者
● 受託業務名称
北海道
● 応急危険度判定業務の一部委託 応急危険度判定士の登録認定業務及び認定講習会の開催 2,251,700円
一般社団法人木を活かす建築推進協議会（※発注元：
国土交通省）

●「令和４年度 カーボンニュートラルの実現に向けた住
宅・建築物の体制整備事業」の実施に向けた改正建築物
省エネ法関連講習運営にかかわる業務

令和４年度 改正建築物省エネ法関連講習会の運営 2,279,000円

岩手県

● 建築統計補助事務業務
建築工事届及び建築物除却届の内容を建築着工統計
調査票及び建築物除却統計調査票に記載する。

407,000円

岩手県内各市町村　 〔令和４年度は２２市町村〕

● 木造住宅耐震診断事業

国土交通省が平成18年に改正した「建築物の耐震改修
の促進に関する法律」に基づき岩手県が策定した「岩手
県耐震改修促進計画」の中で、岩手県木造住宅耐震診
断士派遣事業を実施することが位置づけられている。こ
の事業は、建築士会が実施している「岩手県木造住宅耐
震診断士養成講習会」を受講し、知事が診断士として認
定した建築士を、建築士会が市町村の委託を受けて、耐
震診断を希望する方々の住宅の耐震性能を調査するた
めに派遣する事業です。　　〔派遣件数は68件〕

一戸当たり
31,429円

宮城県
● 宮城県被災建築物応急危険度判定技術者講習会 応急危険度判定士の養成講習会（新規・更新） 506,000円
県内９市町村

● 木造住宅耐震診断支援事業
各市町村が行う耐震診断に対して、診断士を派遣する業
務。平成２９年度より開始。※実績26戸

山     形 無し

福     島 無し

茨城県

● 茨城県建築パトロール業務委託
県下市町村の都市計画区域の全域にわたり、建築工事
現場のパトロールを実施し、都市計画法及び建築基準法
違反を防止するための普及・啓発を行う。

3,212,000円
(税込み)

茨城県

● 建築物等震災対策事業業務委託

地震等により被災した建築物の危険性（余震による倒壊、
外壁・窓ガラスの落下、付属設備の転倒等）を判定する、
応急危険度判定士になるための講習会を実施する。
また、応急危険度判定士認定者が、地震災害時における
被災建築物の判定活動を迅速かつ的確に実施できるよ
う、技術の習得等を目的として応急危険度判定模擬訓練
を行う。

3,025,000円
(税込み)

茨城県

● 木造住宅耐震診断士養成業務委託

県内の建築資格者を対象に、診断士として必要な知識
習得させるための「木造住宅耐震診断」講習会を実施す
る。そのための広報及び募集、講師の選定、講習会の運
営、受講者の登録に関する一切の業務を請け負う。

792,000円
(税込み)

茨城県

● 空き家相談会等への専門家派遣業務委託

県内の建築資格者を対象に、診断士として必要な知識を
習得させるための「木造住宅耐震診断」講習会を実施す
る。そのための広報及び募集、講師の選定、講習会の運
営、受講者の登録に関する一切の業務を請け負う。

388,800円
(税込み)

県内各市町村　（30市町村(予定)）

● 木造住宅耐震診断業務委託

耐震改修促進計画の一環として、市町村民がわが家の
耐震性を知り、耐震改修の重要性を理解することにより、
耐震対策を促進し、地震に対して多くの市町村民の安全
及び市街地の防災安全性の確保を図れるよう、木造耐震
診断士を派遣し、耐震診断を行う。

82,500円
(税込み）/戸

※診断予定数
：120戸

那須塩原市

●街なみ環境整備事業補助金交付に係る審査支援等業
務
    審査支援等業務

那須塩原市が実施する街なみ環境整備事業補助金交付
のための審査支援

出来高払い

茨    城

栃    木

令和５年度　自治体からの受託業務について

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

北海道

宮 　  城

岩　　 手

青     森

秋     田 3,380,000円
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発注者
● 受託業務名称

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

東吾妻町教育委員会（文化財保護課）

埼玉県

●被災建築物応急危険度判定士養成講習会

被災建築物応急危険度判定士養成のための講習会の開
催
更新者への登録証発送
名簿管理

2,900,000円

埼玉県

● 令和４年度木造建築技術アドバイザー派遣等委託業
務

埼玉県木造建築技術アドバイザー制度の運営
木材および木造建築に係る情報収集・情報提供
木造建築の新技術等に関する講習会の開催

200,000円

さいたま市
● さいたま市木造住宅耐震診断員派遣業務 耐震診断員の派遣（単価契約） 86,900円
三郷市
● 三郷市耐震改修等費用助成事業 耐震診断員の派遣（単価契約） 100,000円
白岡市
● 白岡市耐震改修等費用助成事業 耐震診断員の派遣（単価契約） 100,000円
八潮市
●八潮市空家等調査業務委託契約書 調査員の派遣（単価契約） 39,960円
千葉県

●被災建築物応急危険土判定士認定講習会開催業務
講習会の企画・運営、案内書の作成配布、受講名簿の作
成、受講者登録業務

500,000円

東京都

● 令和5年度　建築士審査等窓口に係る業務委託

1）二級・木造建築士免許に係る住所等の届出受付及び
これに付随する事務
2）二級・木造建築士免許に係る死亡等の届出受付及び
これに付随する事務

134,055円
（税込）

東京都

● 令和5年度　被災建築物応急危険度判定員の登録業
務

1）業務執行体制整備
2）被災建築物応急危険度判定員の登録・更新・電子
データの作成業務等

8,350,072円
（税込）

東京都

●令和5年度　被災建築物応急危険度判定員の養成業
務委託

1）講習会業務
4,948,891円

（税込）

文京区

●令和5年度　東京都液状化対策アドバイザー派遣業務委託（単価契約）1）東京都液状化対策アドバイザー派遣（現地相談）業務
4,077,590円

（税込）
神 奈 川 無し

山梨県

● やまなし住まいの安全・安心相談窓口設置事業

高齢者・障害者対応住宅に関する相談への対応、融資
制度の紹介
耐震診断・耐震改修に関する相談への対応、融資制度
の紹介
地震対策に関する相談への対応、指導・啓発

1,188,000円

山梨県

● 被災建築物応急危険度判定士登録事務

新規・更新案内発送業務
講習会補助
登録者名簿・登録証作成業務
登録証発送業務

521,400円

山梨県

●空き古民家情報提供モデル事業

古民家要件の整理
空き古民家情報の収集
物件調査
古民家カルテの作成

8,045,400円

長野県

● 建築物の省エネ改修サポート制度運営業務

長野県が実施する既存建築物の省エネ性能を県と民間
事業者が連携して無料で簡易的に診断する制度につい
て、診断アドバイザーの養成と県民周知のための講習会
やセミナーの企画、開催及び運営を行うとともに、一般消
費者への簡易診断の周知と斡旋を行う。

3,960,000円

長野県

● 長野県建築指導支援委託業務
長野県が行う、違反建築物の未然防止や既存建築物等
の総合防災対策の推進のための業務を支援する。

2,024,000円

群　　馬

埼　　玉

千　　葉

長     野

山     梨

東　　京
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発注者
● 受託業務名称

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

新潟市

● 新潟市木造住宅耐震診断士派遣事業

耐震診断士を派遣し、耐震診断を的確に行い、木造住
宅の耐震化の促進を図ることを目的とし、以下の業務を
行う。
・耐震診断士の選定
・派遣対象者に対する相談対応及び助言
・耐震診断業務の進捗状況管理
・耐震診断結果報告書の審査等
・派遣対象者負担額の受領
・耐震診断士への委託料の支払
・耐震診断士の養成等

1,881,000円

糸魚川市
● 特定建築物及び特定建築設備等定期調査業務 20,439,100円
佐渡市

● 空家等現地調査業務
空家等対策の推進に関する特別措置法第2条第1項に規
定する空家等の現地調査の実施、および判定表の作成

112,200円

静岡県

● 地震被災建築物応急危険度判定士養成業務
　想定される東海地震に備え、県指定の地震被災建築物
応急危険度判定士養成講習会を受託・実施する。3会
場・150人予定更新手続き1,256人

1,369,000円

静岡県下28市町

● わが家の専門家診断事業
　プロジェクト「TOUKAI－０」事業の一環として、住民がわ
が家の耐震性を知り、耐震改修の重要性を理解すること
により耐震改修工事を促進する。1,800件予定

御前崎市

● 空家等耐震診断業務
　市内に所有する空家等について、当該空家等の耐震
性を把握し、市場に流通するための資料として耐震診断
業務を行う。5件予定 235,000円

愛知県下　各市町村

● 木造住宅耐震診断業務 木造住宅の耐震診断を行う業務 85,196,000円
愛知県
● 二級・木造建築士登録閲覧業務 二級・木造建築士登録業務、及び閲覧業務 8,938,000円
愛知県
● 建設工事紛争相談業務 建設工事に関する紛争に対し、相談員を派遣する業務 1,650,000円
愛知県　南知多町
●空き家等危険度調査業務 空き家の危険度判定を行う業務 500,000円

岐阜市

● 市民相談室建築相談業務委託
新築・増築の諸問題、耐震診断など　毎月第一、三　水
曜日開催

150,150円
(税込）

各務原市

● 建築相談業務委託 月1回　1年間に12回の建築相談（予約制）

予約のあった場
合のみ1日につ

き
6,700円

中津川市

● 中津川市木造住宅耐震化促進事業啓発委託業務
年間10回の無料耐震診断相談会。耐震化出前講座。耐
震化促進のための各戸訪問ローラー作戦　他

660,000円
（税込）

中津川市

●中津川市木造住宅耐震診断事業委託業務 木造住宅無料耐震診断
 47,300円/1件

（税込）
関市役所
●介護保険制度における住宅改修の適正化に関する支援業務関市が行う住宅改修の点検業務を行う。

もとす広域連合

●介護保険制度における住宅改修の適正化に関する支
援業務

介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支給申請の事
前審査を行う課程において行政職のみでの審査が困難
な事例に対するチェック

1,300円/30分
（税込）

揖斐広域連合

●介護保険制度における住宅改修の適正化に関する支
援業務

住宅改修事前申請書類による事前点検及び住宅改修支
給申請書による事後点検業務を行う。

5,500円/1回
（税込）

新 　  潟

静     岡

岐　　阜

愛　　知

84,924,000円
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発注者
● 受託業務名称

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

三重県

●令和5年度三重県被災建築物応急危険度判定士認定
登録更新及び新規認定登録者養成業務

（1）三重県被災建築物応急危険度判定士認定登録更新
業務
　（今年度に認定更新の期限を迎える判定士を対象とし
た案内文の送付、申請書の受理・審査、認定書の作成
等）
（2）三重県被災建築物応急危険度判定士新規認定登録
者養成業務
　（新規の認定・登録のための講習会の開催及びそのた
めに必要となる準備、認定申請書の処理等）

1,106,600円
（消費税等を含

む）

三重県

令和5年度みえの木建築コンクール業務

県産材を目に見える形で活用した優良な建築物の施主
及び設計・施工に関わった者を表彰するコンクールを実
施する。
住宅新築及び住宅リフォーム、非住宅の3部門において
募集を行い、最優秀賞を各部門1点、優秀賞を各部門3
点程度選定し、表彰を行う。

1,513,600円
（消費税等を含

む）

富山県
● 令和５年度被災建築物応急危険度判定講習等業務 県内の建築士を対象に行う講習会及び研修会の実施 935,000円
富山県

● 建築技術育成業務
建築士の設計及び工事監理に必要な知識及び技能の
維持向上を図り、建築物の質の向上を期することを目的
とする講習会の実施

286,000円

黒部市

● 黒部市特定空家等の認定に係る調査業務

①応急危険度判定士による外観目視調査、内部立入調
査
②調査業務の書類による提出
③審査評議会の開催

33,000円/1件

南砺市

● 南砺市特定空家等の認定に係る調査業務

①応急危険度判定士による外観目視調査、内部立入調
査
②調査業務の書類による提出
③審査評議会の開催

33,000円/1件

富山市

● 富山市特定空家等の認定に係る調査業務

①応急危険度判定士による外観目視調査、内部立入調
査
②調査業務の書類による提出
③審査評議会の開催

・空き家等33,000
円/1件

・老朽危険空き
家108,900円/1

件

ＮＰＯ法人　金澤町家研究会
（この法人は金沢市長と委託契約している。）

● 金澤町家登録関連建物調査業務
(1)　金澤町家登録に係る実地調査（土地・建物の現況把
握）
(2)　委託期間は1年間。

委託業務
1件当たり
23,001円

福井県消費生活センター
● 消費生活センター相談窓口強化事業 住宅相談業務 152,000円
福井県
●福井県被災建築物応急危険度判定士新規・更新登録
業務

応急危険度判定士の登録、更新、研修業務 898,000円

(一社)住宅リフォーム推進協議会
●事業者向け「住宅リフォームセミナー」実施・運営業務 事業者向け「住宅リフォームセミナー」の実施・運営業務 150,000円
南越前町

●南越前町特定空家等認定に係る現地調査業務
南越前町空家等対策計画に基づき、特定空家等認定に
係る現地調査業務の実施

60,000円

越前市

●越前市空き家等実態調査
越前市の中心市街地に存在する空き家等の現地調査の
実施

1,441,000円

富　　山

石　　川

福　　井

三　　重
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発注者
● 受託業務名称

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

滋賀県知事

●平成29年度
滋賀県被災建築物応急危険度判定士養成等業務委託

・滋賀県応急危険度判定士講習会の開催
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士認定証発行事務
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士名簿及び連絡網
作成・通知事務

847,800円

滋賀県知事

●平成30年度
滋賀県被災建築物応急危険度判定士養成等業務委託

・滋賀県応急危険度判定士講習会の開催
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士認定証発行事務
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士名簿及び連絡網
作成・通知事務

847,800円

滋賀県知事

●平成３１年度
滋賀県被災建築物応急危険度判定士養成等業務委託

・滋賀県応急危険度判定士講習会の開催
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士認定証発行事務
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士名簿及び連絡網
作成・通知事務

862,400円

滋賀県知事

●令和２年度
滋賀県被災建築物応急危険度判定士養成等業務委託

・滋賀県応急危険度判定士講習会の開催
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士認定証発行事務
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士名簿及び連絡網
作成・通知事務

811,800円

滋賀県知事
●令和２年
だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例「施設整
備マニュアル」改訂版作成業務

・だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例「施設
整備マニュアル」を現在の法令・条例等に照らし合わせて
作成する、改訂版作成業務

7,920,000円

滋賀県知事

●令和３年度
滋賀県被災建築物応急危険度判定士養成等業務委託

・滋賀県応急危険度判定士講習会の開催
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士認定証発行事務
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士名簿及び連絡網
作成・通知事務

2,948,000円

滋賀県知事

●令和３年
だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例「施設整
備マニュアル」改訂版　解説動画作成業務

・だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例「施設
整備マニュアル」を現在の法令・条例等に照らし合わせて
作成する、改訂版作成業務にて作成したマニュアルの解
説動画の作成

999,000円

滋賀県知事

●令和４年度滋賀県被災建築物応急危険度判定士養成
等業務委託

・滋賀県応急危険度判定士講習会の開催
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士認定証発行事務
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士名簿及び連絡網
作成・通知事務

811,800円

滋賀県知事
●令和４年
だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例「施設整
備マニュアル」改訂版の修正業務

・だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例「施設
整備マニュアル」を現在の法令・条例等に照らし合わせて
作成する、改訂版修正業務

1,991,000円

滋賀県知事

令和５年度滋賀県被災建築物応急危険度判定士養成等
業務委託

・滋賀県応急危険度判定士講習会の開催
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士認定証発行事務
・滋賀県被災建築物応急危険度判定士名簿及び連絡網
作成・通知事務

1,064,800円

京都市
● 京都市都市計画地図の販売 京都市都市計画地図の販売、在庫管理 239,000円
京都市住宅供給公社

● 京都市すまいの相談
京都市民対象の建築専門相談の相談員派遣
日曜日9：45～10：45

244,800円

京都府住宅供給公社

● 京都府住宅相談
京都府民対象の建築専門相談の相談員派遣
月1回水曜日13：30～16：30

148,500円

滋　　賀

京　　都
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発注者
● 受託業務名称

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

大阪市

●大阪市高齢者住宅改修費給付事業審査業務

高齢者住宅改修費給付事業について、真に必要な者に
適切な工事が行われるよう業務の決定に係る専門家（一
級又は二級建築士の資格を有する者）による審査を実施
する

3,520,000円

大阪市住宅供給公社

●住まいの専門家相談業務委託

住まいの新築や建て替え及びリフォームに関しての計
画・設計内容や建築基準法に関する事項、工事施工上
の問題など、住まいに関する建築技術上の相談業務を行
う

257,400円

東大阪市

●東大阪市木造住宅耐震診断員派遣業務
耐震部会員による自治会等への説明会や住民相談開催
等、耐震に関する普及啓発活動
耐震部会員による耐震診断の実施

2,500,000円

東大阪市

●東大阪市耐震改修促進相談員派遣業務
耐震部会員による耐震診断の結果、不具合が生じたもの
について、住民に補強のための見積など工事に係るアド
バイスをする

1,320,000円

姫路市

● リフォームヘルプ事業建築関係職種業務

（１）対象者を訪問調査し、提出された改造内容に対して
建築的観点からの確認、提案、助言を行う。
（２）改造計画を立てていないものについては福祉関係職
種と協力して改造内容の提案を行う。
（３）請負業者の作成した図面に問題がある場合は業者
に対して修正の指導を行う。
（４）担当職員と訪問日時を調整し、関係方面へ通知す
る。必要がないと判断した場合は担当職員と協議し、随
時訪問調査を行う。
（５）訪問調査日以外は担当課の窓口において建築的観
点から申請にかかる相談の対応を行う。
（６）工事完了届が提出されたものについては、担当職員
と協議し、随時完了確認訪問を行う。

1,887,600円
（消費税含む）

神戸市

● 神戸市すまいの耐震診断員派遣事業

（１）現地における耐震診断
（２）耐震診断報告書作成及び同報告
（３）耐震診断受信者に対して行うガイダンス及び相談対
応。
（４）耐震診断結果の集計及び同報告

3,500,000円
（消費税含む）

奈良県

● 被災建築物応急危険度判定士養成講習

地震等により被災した建築物の余震等による倒壊、部材
の落下等から生じる二次災害を防止するため、被災建築
物の危険度を応急的に判定する被災建築物危険度判定
士（以下「判定士」という。）の養成を行う。

650,000円

大和高田市、大和郡山市、桜井市、天理市、生駒市

● 住宅相談窓口業務

奈良県内の市町に、住宅の建築設計の知識及び経験が
豊富な建築士を相談員として派遣し、各市町の住民から
住宅に関する新築、増改築、リフォーム等の建築技術的
な相談及び建築に関するさまざまな相談を受けて、適切
な助言を行う。

100,000円

大　　阪

兵　　庫

奈　　良
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発注者
● 受託業務名称

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

和歌山県下の市町村

●木造住宅耐震診断事業 住宅所有者等に当該住宅の耐震性について正確な情報
提供を行うことにより、耐震化の促進を図ることを目的と
し、和歌山県木造住宅耐震診断士を派遣する。

30,000,000円

和歌山県

●木造住宅耐震改修サポート事業

木造住宅の耐震改修等に取り組もうとする高齢者等に対
して、耐震改修に関する豊富な知識を有する専門家（耐
震マネージャー）を派遣し、各種相談、手助け及び改修
プランの提案を行い耐震改修工事に移行してもらうことを
目的とする。

31,900,000円

和歌山県

●福祉のまちづくり
施設アドバイザー派遣事業

公共的施設または介護保険法及び障害者福祉法等によ
る住宅改修認定を受ける際の技術的助言等を行うため福
祉のまちづくり施設アドバイザーの派遣を行う。

500,000円

和歌山市、日高川町

●和歌山市・日高川町　家具転倒防止用固定金具取付
事業

地震等の災害発生時に家具転倒等による事故を防止
し、これらの災害による被害を軽減することを目的として
家具転倒防止用固定金具をとりつける。

2,000,000円

和歌山県

●歴史的建造物データーベース作成業務
●歴史的建造物何でも相談室

・ヘリテージマネージャーにより、県内の登録有形文化財
（建造物）に　相当する建造物を発見し、調査結果をデー
ターベースに登録する業務
・ヘリテージマネージャーが相談があれば、所有者の悩
みを専門家としてアドバイスする業務

1,700,000円

鳥取県

●応急危険度判定実地訓練

鳥取県被災建築物応急判定士の判定技術力の維持及
び向上を目的に、下記のとおり、解体中の木造建物を利
用した実地訓練を行う。(令和5年度より隔年で実施とのこ
と）

500,000円

島根県

●島根県耐震改修設計施工技術者登録及び木造住宅
耐震診断士登録に係る講習会に関する事務

耐震改修に係る設計施工技術者の技術力向上を図ると
ともに、県民に対して適切な技術者情報を提供することを
目的として、島根県耐震改修設計施工技術者登録要綱
の規定に基づく講習（耐震診断指定講習会）の実施及び
島根県木造住宅耐震診断士登録要綱の規定に基づく講
習（耐震診断実務講習会）の実施に係る事務を行う。

1,210,000円
(税込み)

島根県

●地震被災建築物の「応急危険度判定士」講習会に関
する事務

地震による被災建築物の応急危険度判定体制の整備を
図ることを目的として、島根県地震被災建築物応急危険
度判定士認定要綱の規定に基づく講習の実施に係る事
務を行う。

935,000円
(税込み)

島根県

●耐震診断及び改修の啓発業務

耐震診断及び改修の重要性を県民に周知するための学
習会等を開催し、建物の耐震化を促進することで、県民
の生命、財産の安全を確保することを目的とする。大工・
工務店の技術者向け耐震講座や、10人程度の集会等に
出向いての学習会（出前講座）を通して、住宅の耐震診
断・改修の必要性及び市町村が創設している補助制度
などを説明し、県民の防災意識向上を図る。

1,100.000円
(税込み)

和 歌 山

鳥　　取

島　　根
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士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

岡山県
●家屋評価補助業務 県の不動産所得税評価の補助業務 12,592,800円

岡山県

●おかやま木づかいサポート事業
（木造建築普及セミナーの開催）

１　木造建築普及セミナー(セミナー及び見学会の開催)
２　木造建築利用促進セミナー(セミナーの開催)

697,708円

岡山県

●市町村が整備する公共建築物への県産材利用の促進
支援業務

１　公共建築物等の木造化・木質化の相談窓口の設置
２　公共建築物等の木造化・木質化相談員の派遣

1,892,000円

岡山県

●景観行政団体移行促進業務
　住民、市町村職員等を対象に「まち歩き調査」「景観
マップづくり」などのワークショップを開催し、市町村にお
ける良好な景観の形成に関する施策の策定を促す。

399,888円

岡山県

●市町村技術的サポート事業

（岡山県住宅リフォーム推進協議会：事務局が岡山県建
築士会）
１　空き家の相談会、空き家の現地確認に専門家を派遣
２　市町村職員の勉強会、セミナー等に講師を派遣

933,900円

岡山市

市民協働推進事業
「みんなで考えよう！　マンション防災」

マンションの適正管理を推進する目的で居住者等を対象
に研修やワークショップ等を行い、自身が居住するマン
ションの立地や構造の特性(災害リスク)を知るとともに、居
住者同士のコミュニティ形成を促進する。

1,900,000円

三原市

●木造住宅耐震診断資格者選任事務
三原市木造住宅耐震診断事業へ派遣する技術者を三原
市木造住宅耐震診断資格者名簿の中から選任する。

1,636円/件

12市5町

●木造住宅耐震診断調査

診断実施依頼書及び木造住宅耐震業務委託仕様書に
基づき、耐震診断員を派遣し、対象となる木造住宅の耐
震診断を行い、調査結果を住宅の所有者および委託者
に報告する。

7,622,000円

山口市

●登録候補建造物　旧案野酒場資料作成業務
登録文化財候補の建造物について、現地測量、図面作
成、所見作成、写真等データ整理を行う。

814,000円

（一財）建築行政情報化センター（国土交通省）

建築基準法・建築物省エネ改正に係る建築士サポート体
制に係る業務委託

令和４年６月公布の建築基準法・建築物省エネ法改正の
施行にあたり、建築確認申請を予定している申請者から
の申し込みを受け、サポート員が当該申請図書が改正法
に準拠するよう助言する。

事務局運営費
428,000円

サポート1件あた
り

75,000円
上限20件）

山口県

●地震被災建築物応急危険度判定に伴う業務
災害時の要請に対し、地震被災建築物応急危険度判定
士を派遣する。常時は連絡体制の確認等を行う。

0円

山口県

●空き家対策セミナー・相談会に係る相談員派遣業務
市町が開催する空き家対策セミナー及び無料相談会の
講師及び相談員を派遣する。

0円

山 　 口

広 　 島

岡　　山
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徳島市　高齢福祉課

●徳島市住宅改修支援事業

住宅の改良に関し、派遣対象者の居宅を訪問し、家屋の
構造、高齢者の身体状況及び保健福祉サービズの活用
状況等を踏まえて相談に応じ、助言を行う。改良内容に
ついての業者への連絡、調整を行う。施工後の評価及び
派遣対象者に対する指導を行う。住宅改造費助成事業
に関すること。その他、住宅改良が円滑に行われるよう関
係機関との連絡調整を行う。

実績による

徳島県　県土整備部住宅課建築指導室

●建築士免許等事務委託業務

（１）法改正等に伴う周知事務（２）二級・木造建築士免許
に関する協力事務（３）特殊建築物の定期調査報告及び
換気設備等の定期検査報告に関する協力事務（４）その
他建築行政に関する協力事務

324,280円

徳島県　各市町村

●住まいの安全・安心なリフォーム推進事業
耐震改修を行う住宅所有者、及び耐震改修工事の施工
者に対し、耐震診断及び耐震改修を推進する市町村か
ら、その運営を受託するもの。

？

徳島県　住宅課

●木造住宅耐震化促進事業

木造住宅の耐震化を促進するため、耐震診断員や改修
施工者を養成する講習会、事業説明などを実施し、県、
市町村、関係団体等が耐震化に向けた連携強化を図り、
安全安心を実施できる住宅ストックの形成を目指す。

5,211,800円

徳島県住宅供給公社

●令和５年度　空き家耐震診断支援事業

耐震化マニュアルに基づき、耐震診断員が実施した空き
家の耐震診断結果を審査する。受託者は、耐震診断結
果に疑義がある場合は、耐震診断員と協議を行うものと
し、修正事項がある場合は修正を指示する。事業台帳に
診断結果を記入するなど必要事項を整理の上、徳島県
住宅供給公社へ提出する。

8,000円×戸

勝浦町

●空き家調査
（１）耐震診断（２）インスペクション報告（３）空き家カルテ
作成

510,000円

牟岐町

●牟岐町空き家バンク用空き家調査 牟岐町空き家バンク用空き家調査

1戸建　40,000円
長屋建て住宅・

共同住宅80,000
円

香川県

●令和5年度香川県建築士事務所登録等補助委託業務

1　二級及び木造建築士に係る事務
　　　　（1）免許申請等の受付
　　　　（2）免許証交付事務
　　　　（3）住所等の届出の受付
2　建築士事務所に係る事務
　　　　（1）登録申請等の受付
　　　　（2）更新の案内

445,576円
（税込）

香川県

●令和5年度被災建築物応急危険度判定士認定等補助
業務

1　被災建築物応急危険度判定士認定講習会の実施
2　判定士認定の事務に関する補助
3　被災建築物応急危険度判定支援体制整備に関する
補助等

924,000円
（税込）

香川県

●空き家バンク登録支援業務
1　建築士派遣業務体制の維持
2　建築士派遣受付・担当建築士の斡旋
3　建築士派遣業務に係る担当建築士による助言等

出来高による

愛媛県

●令和5年度木造住宅耐震診断・改修設計・改修工事講
習会業務委託

左記講習会は、耐震性に関する消費者等からの相談に
的確に対応し、適正な診断方法を用いた耐震診断等を
行い、耐震改修を実施すべき工事箇所・工事内容の提
案を行うことができる人材を育成するため、県内の建築士
を対象とした講習会を実施

512,000円

愛媛県

●令和5年度地震被災建築物応急危険度判定講習事業
地震による被災建築物の応急危険度判定士登録のため
講習会を実施

451,000円

愛　　媛

徳　　島

香　　川
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高知県

●被災建築物応急危険度判定講習会業務
応急危険度判定士養成講習会開催・登録更新者の案内
受付・登録者名簿作成

2,090,000円（消
費税込）

高知県

●高知県建築物実地検査
防災査察の補佐・１・２・木造建築士免許交付・その他建
築士行政に関する協力事務

103,488円（消費
税込み）

福岡県建築都市部住宅計画課

●令和5度福岡県美しいまちづくり建築賞募集及びパン
フレット作成業務

福岡県美しいまちづくり建築賞における
募集の広報活動、ポスター企画・契約、応募用紙・推薦
用紙企画契約、募集要領企画・作成、応募用紙・募集要
領等配布、パンフレット・パネル企画契約、結果通知他

935,000円

福岡市長　髙島　宗一郎

●中高層建築物等に係る専門家助言等業務

中高層建築物等の建築に伴って生じる周辺の住居環境
への影響に関して、近隣住民に対し、建築物の建築に係
る専門的事項について専門による助言等を行うことによ
り、近隣住民と建築主等との、相互理解を促進し、もって
建築紛争の未然防止又は自主的な解決に資することを
目的とする。

1時間当たり
15,400円

【1回2時間想定】
税込

宗像市

●災害発生時における住家の被害認定に関する協定
地震、風水害その他の大規模災害が発生した場合にお
ける宗像市が実施する災害発生時における住家の被害
認定調査。

派遣時点での
「建設物価（建物

物価調査会発
行）」に定めのあ
る「設計業務委

託等技術者単価
技師Ｂ」の費用

福岡県商工部中小企業振興課

●福岡県なりわい再建支援補助金完了検査業務

中小企業施設等災害復旧事業（なりわい再建支援補助
金）の補助金交付決定を受け、当該事業による施設等復
旧が完了した事業者から提出された補助事業実績報告
書の案件等について、現地における確認調査を行うも
の。

1回の調査に付
き 検査費20,000
円　事務費4,000

円（税抜）

北九州市

●中高層建築物等に係る専門家助言等業務

中高層建築物等の建築に伴って生じる周辺の住居環境
への影響に関して、近隣住民に対し、建築物の建築に係
る専門的事項について専門による助言等を行うことによ
り、近隣住民と建築主等との、相互理解を促進し、もって
建築紛争の未然防止又は自主的な解決に資することを
目的とする。

1時間当たり
15,000円

（税抜）
【1回2時間想定】

福岡県農林水産部林業振興課木材流通係

●令和5年度中大規模木造建築物技術者講座業務

本講座は、福岡県産木材を始めとする県内事業者から供
給される製材品・木質材料を積極的に利用して、事務所
ビル、幼稚園・保育園、介護施設、学校施設等、非住宅
分野の中大規模木造建築物を実現する為に、それらを
建築する際に必要となる知識を学び、施主に対して適切
に提案できる建築士等の技術者を養成することを目的と
する。対象者は、木材利用・木造木質化のトップランナー
として、5年後、10年後も第一線で活躍し、カリキュラム
は、実務的なスキル・ノウハウを身に付けてもらう内容。

3,000,000円
（税抜）

高　　知

福　　岡

31



発注者
● 受託業務名称

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

佐賀県

●住宅・建築物耐震化普及啓発事業耐震化伝道師派遣
業務委託

木造住宅の耐震化に耐震伝道師を派遣し、耐震化の促
進を図る事業及び研修会開催業務

1,967,900円

佐賀県

●住宅相談業務等委託
住宅のバリアフリー化を主とする各種の住宅相談及び電
話による相談対応

3,609,100円

佐賀県

●佐賀県オープンデー・巡る語る佐賀県ツアー事業
佐賀県の遺産（建築物）を公開し、建築士が解説を行う。
また、小城市の建造物の見学と伝建所有者との語らいの
場を設ける。

995,346円

佐賀市
●「ふる郷の木づかいプロジェクト」中大規模建築物・木
質化相談対応業務委託

県内の中大規模建築物等における木造・木質化の相談
対応業務委託

2,145,000円

佐賀市
●「ふる郷の木づかいプロジェクト」木造建築物設計者等
育成・技術支援業務委託

県産木を使用する木造建築物設計者の育成及び技術支
援（現場研修等開催）業務

421,300円

佐賀市

●佐賀市景観形成啓発事業支援業務委託
佐賀市が行う景観賞に対する作品募集・パンフレット作成
及び表彰式等の運営支援業務

869,000円

伊万里市

●伊万里市空き家見学時建築士派遣事業業務 伊万里市が行う空き家調査に建築士として立合う業務 単価契約@6,000

長崎市

●横尾地区都市公園ストック再編事業計画策定に係る
ワークショップ運営等業務委託

長崎市景観形成重点地区内2校の小学生を対象に小学
校周辺の景観について知り、調べ、表現するため、ワーク
ショップを行う
契約期間：令和5年9月4日～　令和5年3月15日

￥497,310
（消費税含）

長崎市

●景観まちづくり教室支援業務委託

長崎市景観形成重点地区内2校の小学生を対象に小学
校周辺の景観について知り、調べ、表現するため、ワーク
ショップを行う
契約期間：令和5年11月6日～令和5年3月15日

￥668,800
（消費税含）

熊本市

●熊本市戸建木造住宅耐震診断士派遣事業 熊本市戸建木造住宅の耐震診断
派遣１人
5,500円

熊本県

●なりわい再建支援事業現地調査業務委託
補助金交付決定を受け復旧が完了し提出された報告書
に係る現地確認業務

１件
20,000円

大分県知事

●令和５年度建築物グリーン化促進事業委託業務

グリーン社会実現に向け、省エネ性能に精通した県内技
術者の育成のための研修実施や、省エネ建築物に関す
る県民の意識醸成のためのフォーラムの開催、周知啓発
のための特設ホームページの開設、省エネ建築物のチラ
シ及び事例集を作成することで、省エネ建築物の普及促
進を図る。

7,942,000円

大分市長

●磯崎氏追悼企画に伴う展示室企画運営等業務委託

大分市美術館で開催する「おおいたの推しの建築展～
磯崎新とおおいたのまちづくり」の会期（令和5年10月20
日から11月19日）において展示する各種パネルやリーフ
レットのデザイン・映像放映する動画のコンテンツの製作・
会期中の会場説明員兼保安等の企画、運営業務を行う
こと。

1,082,752円

佐　　賀

長　　崎

熊　　本

大　　分
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発注者
● 受託業務名称

士　　会 業務内容（概要） 受託(予定)金額

宮崎県

●被災建築物応急危険度
判定講習会他業務委託

 応急危険度判定講習会の周知、申請受付、講師・会場
の手配、会場受付、及び登録名簿作成・更新、免許証の
作成・郵送。模擬訓練の実施。

1,142,900円

宮崎県

●ローコスト工法の担い手確保
事業運営業務委託

耐震補強工事を促進するためのローコスト工法に係る勉
強会の開催や耐震診断等を得意とする設計事務所と改
修工事を得意とする工務店のマッチングを行い、両社が
連携する体制を確保する事業者間のマッチングの運営、
そのための検討会を開催する。

716,100円

宮崎県

●みやざき木造マイスター
スキルアップ事業業務委託

令和4年度に引き続き、今後重要となる中大規模木造建
築物の設計を担う核となる建築士「みやざき木造マイス
ター」のスキルアップを図るため、設計者を招き実例によ
る学習会や県産材の規格・性能など木材に関する知見
等に寄与する研修会（全4回）や現地見学会（全2回）を開
催する。(計6回）
※「みやざき木造マイスター」育成に係る事業は、令和１
～3年度に建築士事務所協会で業務受託。

3,170,2ｂ00円

都城市

●都城市住宅リフォーム促進事業アドバイザリー業務委
託

補助金申請者より提出された補助金交付申請の内容に
ついて審査するとともに、現状に差異がないか、必要な手
続きがなされているか等について専門的見地から現地確
認を行う。
補助事業者より提出された実績報告書をもとに、完了後
の現地確認と専門的な審査を行う。

16,252,000円

宮崎県建築連絡協議会
（県内特定行政庁と建築関係団体で構成。宮崎県建築
住宅課内に事務局あり）

●宮崎県版気候風土適応住宅の基準明確化業務委託

令和3年度に策定した「宮崎県版気候風土適応住宅の基
準」を見直すとともに、改正建築物省エネ法の令和7年度
施行を見据えて、同基準のビジュアル化に向けた実施設
計例（平面図・立面図・仕様書）の作成と省エネ性能の確
認を行う。

793,100円

鹿 児 島 無し
沖縄県

●沖縄県アンダー４０設計競技運営業務（Ｒ４）
沖縄県が主催する「海軍壕公園展望台」を改修する建築
設計競技の作品募集・受付、審査会と表彰式等を運営す
る業務

2,167,000円

沖縄県

●令和４年度被災建築物の応急危険度判定体制整備業
務

被災建築物の応急危険度判定士を養成する講習会や応
急危険度判定模擬訓練、応急危険度判定コーディネー
ターを養成する講習会を開催する業務

2,077,900円

沖縄県

●令和４年度住宅関連情報提供事業及び技術者育成事
業委託業務

(一社)沖縄県建築士事務所協会とのＪＶで受託。内技術
者育成事業を担当し、学生や若手建築技術者を育成す
るための講習会や日本の著名若手建築家を招いた講演
会を企画・実施した。ＪＶ業務全体の契約金額は
6,417,400円の内、当会受領分は右記のとおり。

2,357,800円

沖縄県

●令和４年度風土に根ざした家づくり手引書改訂業務

平成10年度に沖縄県住宅課で作成した「風土に根ざした
家づくり手引書［改訂版］」（平成27年改訂）について、
「沖縄型ZEH（ゼロ・エネルギー・ハウス）」の考え方や、建
築物省エネ法の省エネ基準を踏まえた改訂を行う。

6,022,500円

(一社)木を活かす建築推進協議会

●令和４年度改正建築物省エネ法関連講習会の運営業
務、R４年度カーボンニュートラルの実現に向けた住宅・
建築物の体制整備業務

改正建築物省エネ法関連の講習会を県内１ヶ所で開催
し、省エネ住宅周知のための仕様基準ガイドブック、チラ
シ類の配布を行った。

1,501,500円

沖　　縄

宮　　崎
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常
務

常
任
理
事 局  長  職  員

（男　性）

 職  員
（女　性）

嘱　託
パ  ー  ト/
アルバイト

北海道 1 2 1 4 12 2 22 34 ※1 0 4 0 0 5

青   森 1 3 0 6 20 3 33 10 1 0 3 0 0 4

 岩   手 1 4 1 0 28 4 38 13 ※1 1 1 0 0 3

宮   城 1 3 0 0 25 3 32 14 1 2 0 1 4

秋   田 1 3 1 0 19 3 27 8 1 0 3 0 0 4

山   形 1 3 0 5 19 3 31 9 1 0 1 0 1 3

福   島 1 4 0 0 35 4 44 17 1 0 1 0 0 2

茨   城 1 3 0 5 21 4 34 23 1 1 1 0 1 4

栃   木 1 4 1 1 34 2 43 12 1 0 3 0 0 4

群   馬 1 4 1 12 16 3 37 12 1 0 1 0 0 2

埼   玉 1 3 0 5 38 2 49 14 1 1 0 1 4 7

千   葉 1 3 1 1 28 3 37 21 1 1 0 0 3 5

東   京 1 5 1 0 23 3 33 12 ※1 4 3 1 1 11

神奈川 1 3 1 4 21 4 34 9 ※1 0 4 0 2 7

山   梨 1 3 0 0 33 2 39 10 1 0 1 0 1 3

長   野 1 4 0 2 22 3 32 14 2 3 0 0 5

新   潟 1 3 1 1 21 3 30 15 1 0 2 1 0 4

 静   岡 1 3 0 3 9 3 19 1 0 6 0 0 7

愛   知 1 4 1 4 10 2 22 21 1 3 0 0 4

岐   阜 1 4 1 0 19 2 27 8 ※1 0 2 0 1 4

三   重 1 3 1 8 12 3 28 10 ※1 0 2 0 0 3

富   山 1 2 1 4 20 2 30 8 1 0 2 0 0 3

石   川 1 9 1 9 25 2 47 11 1 0 1 0 2 4

福   井 1 4 0 7 18 2 32 8 1 0 2 0 1 4

滋   賀 1 5 副会長兼務 3 26 3 38 8 1 1 0 0 2

京   都 1 7 10 28 2 48 8 1 1 3 0 1 6

大   阪 1 5 0 7 34 2 49 0 1 4 2 0 0 7

兵   庫 1 4 0 0 25 2 32 14 1 0 2 0 0 3

奈   良 1 5 0 0 21 3 30 10 1 1 1 0 0 3

和歌山 1 5 0 6 24 2 38 9 1 3 1 0 0 5

鳥   取 1 3 1 0 26 4 35 3 1 1 1 1 0 4

島   根 1 3 1 8 8 2 23 11 1 0 2 0 0 3

岡   山 1 3 1 5 16 2 28 11 ※1 0 2 0 0 3

広   島 1 2 1 3 26 2 35 7 ※1 0 2 0 0 3

山   口 1 2 1 0 24 2 30 13 1 2 0 0 3

徳   島 1 6 1 5 12 2 27 9 ※1 0 2 0 0 3

香   川 1 3 1 0 44 2 51 5 ※1 0 2 0 0 3

愛   媛 1 2 0 3 12 2 20 10 ※1 0 2 0 0 3

高   知 1 3 0 0 21 2 27 14 1 0 1 0 0 2

福   岡 1 6 1 1 9 3 21 14 1 0 3 0 1 5

佐   賀 1 3 0 3 35 2 44 11 1 0 1 0 0 2

長   崎 1 3 1 19 2 26 10 ※1 0 1 0 1 3

熊   本 1 3 0 10 17 2 33 13 1 0 1 0 0 2

大   分 1 4 1 3 31 3 43 14 ※1 1 2 0 0 4

宮   崎 1 5 1 3 17 3 30 10 ※1 0 1 0 0 2

鹿児島 1 4 0 14 27 2 48 13 0 3 0 1 4

沖   縄 1 4 1 0 29 2 37 15 1 0 2 0 1 4

連合会 1 8 1 1 29 2 42 0 1 8 3 0 8 20

合   計 48 184 27 166 1,088 122 1,635 545 42 33 94 4 31 204

支

部

数

(

ブ

ロ

ッ

ク

）

事  務  局  職 員

計

      （注） ※印は事務局長と役員を兼務

都道府県建築士会役員数，支部数，職員数一覧
   (令和5年総会終了後の状況）

士 会 名

会
　
　
長

副

会

長

専
務
理
事

理
　
　
事

監
　
　
事

計
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建築士会財政健全化検
TF討 について

20241203 上原メモ
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TF建築士会財政健全化検討 について

• TF会員増強等も含めた各建築士会の財政状況を健全化する各種施策を検討する を

設立する

• 財政状況が好転した、若しくは好転の兆しがみられる建築士会の取組状況につい

て、その要因やどの様に対応していったかまで含めて内容を確認し、パターン化

をした上で各建築士会と情報共有を図る。

• TFにおいては、近年連続して赤字決算を計上し続けている連合会の財政見解につ

いても検討を行う。

2
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財政健全化と会員増強の位置づけ

事業等経

費削減

事務局体

制等

既成事業

見直し

新規事業

検討

財政健全化（安定化・停滞化）

会員増強（活性化）

中長期戦略（検討・
新たな視点で）

短期戦略（実践・あ
るものを活かす）

Aゾーン

Cゾーン

Bゾーン

Dゾーン

3
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経営環境診断

1. 現状の経営環境分析

① 会費収入、受託収入、指定管理収入、事業収入､その他収入の推移

② 人件費（事業費、管理費の人件費）、役員費（事業費、管理費の役員費）、委

員会会活動費、需用費（事業費、管理費の需用費）

③ 余剰金などの推移

④ 会員（正会員、準会員、プレ会員、賛助会員、特別会員）の推移

⑤ 正会員の年齢層別構成の推移

4
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経営環境診断

2. 経営環境の将来予測

① 正会員の減少の予測

② 収入の柱である､会費収入、受託収入、指定管理収入、事業収入､その他の予測

③ 事業活動支出の予測

5
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連合会会員増強施策（財政健全化は無し）の評価・検証

TF① 会員増強 の提言（アンケート結果）に基づく運動の展開

② 「インセンティブ制度」による助成

③ 建築士製図試験合格者への対応及び入会促進（ガイドブック無料配布）

6
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-1建築士会取組事例 大阪建築士会

• ビジョン作成委員会の創設（現在は解散）

• 健康・医療・福祉・介護や弁護士会・宅建協会・不動産鑑定協会・日本建築材料協会

との連携

• 公共団体への働きかけ（建築関係の審査会や各種委員会に委員を派遣）

• 委員派遣効果による事業（耐震診断、マンション改修、ヘリテージ、空き家対策等）

• 表彰制度（住宅大賞、あすなろ夢建築、建築人賞、建築コンクール、おおさか環境にやさしい
CPD建築賞、優秀卒業生表彰、 表彰制度）

• ゼネコン訪問・要請（監理技術者講習、若手派遣、被災地派遣）

• 海外との協定

7
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-2建築士会取組事例 神奈川県建築士会1

• 会員増強特別委員会を創設

• オール神奈川建築士会での取り組み（理事会で報告）

• いつでもどこでも入会申込みパンフ

• 退会理由アンケート分析

• 1 2・ 級建築士合格祝賀会による会員入会促進（お試し会員制度）

• 支部交付金制度などによる、支部ごとの会員入会活動

• 会員特典（書籍販売、保険、検査、飲食、物販、宿泊等）

8
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-2建築士会取組事例 神奈川県建築士会2

• 若手向け有名建築家講演会（末光弘和、西沢立衛）

• 建築士スキル活用（クラブツーリズムとの連携検討）

• 同窓（理科大、芸大、日大等）、同郷活用

• メルマガ会長コラム

• シニア部会

9
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-2建築士会取組事例 神奈川県建築士会3

• 経営安定化特別委員会を創設

• Peatǐx導入

• 情報誌「掲示板」の電子化（デジタル配信）

• e電子投票ツール（ 投票）利用して業務の効率化（理事投票、総会通知）

10
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連合会取組提案-1 Aゾーン（経費削減等）

• 事業等経費削減の仕分け

• 会費の見直し

• 既成委員会と予算の見直し

• 会誌のWEB版

• 自治体からの受託業務の推進

11
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連合会取組提案-2 Bゾーン（事務局体制等）

• 事務局体制の見直し（連合会職員、他会との連携）

• 第三者理事の見直し（弁護士等建築外および他団体からの登用）

• 全国大会のあり方

• 全建女のあり方（全国大会セッションとの関係）

• 青年ブロック大会のあり方

12
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連合会取組提案-3 Cゾーン（既成事業見直し）

• 会員種別と会費（特に若年層）

• CPDけんばい（会員支援事業）、 制度、差別化独自講習会の検証

• 建築コンクール申請者資格（協力者も会員）

• CAD試行者資格（会員限定）

• 田中道子、山本理顕著名人の活用

• 団体組織への勧誘（学会、行政、第三者機関、建設業協会等）

13
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連合会取組提案-4 Dゾーン（新規事業検討）

• 委員会の見直し

• 各建築士会への支援事業（情報提供、増強助成金、表彰制度）

• 会員支援事業（講習会、けんばい等保険、就活および婚活等マッチング）

• 建築士スキル活用事業（損害保険協会・損害鑑定協会との連携保険等、クラブ

ツーリズムとの連携）

• 収益事業（官）

• 建築士バッジ

14
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参考資料：属する建築士年齢構成

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

20代 1,273 0.9% 1,854 1.3% 1,603 1.2% 1,990 1.5%

30代 15,299 10.8% 14,744 10.5% 13,441 9.7% 13,445 9.9%

40代 32,865 23.3% 30,858 21.9% 27,398 19.9% 26,583 19.6%

50代 36,678 26.0% 35,681 25.4% 35,588 25.8% 35,409 26.1%

60代 40,434 28.6% 38,184 27.1% 35,463 25.7% 34,135 25.1%

70代以上 14,666 10.4% 19,352 13.8% 24,531 17.8% 24,295 17.9%

合計 141,215 100.0% 140,673 100.0% 138,024 100.0% 135,857 100.0%

60歳以上 55,100 39.0% 57,536 40.9% 59,994 43.5% 58,430 43.0%

20~30代 16,572 11.7% 16,598 11.8% 15,044 10.9% 15,435 11.4%

出典：国土交通省資料

所属建築士　年代別人数の推移

H30.4 R2.4 R4.4 R5.4

20代 1,273 1,854 1,603 1,990

30代 15,299 14,744 13,441 13,445

40代 32,865 30,858 27,398 26,583

50代 36,678 35,681 35,588 35,409

60代 40,434 38,184 35,463 34,135

70代以上 14,666 19,352 24,531 24,295

合計 141,215 140,673 138,024 135,857

所属建築士　年代別構成割合

H30.4 R2.4 R4.4 R5.4

20代 0.9% 1.3% 1.2% 1.5%

30代 10.8% 10.5% 9.7% 9.9%

40代 23.3% 21.9% 19.9% 19.6%

50代 26.0% 25.4% 25.8% 26.1%

60代 28.6% 27.1% 25.7% 25.1%

70代以上 10.4% 13.8% 17.8% 17.9%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

平成30年4月1日 令和2年4月1日 令和4年4月1日 令和5年4月1日

所属建築士の年齢構成

年齢別
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20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

所属建築士 年代別人数の推移

H30.4 R2.4 R4.4 R5.4

20代, 1.5%
30代, 9.9%

40代, 19.6%

50代, 26.1%

60代, 25.1%

70代以上, 

17.9%

所属建築士の年代別構成（令和5年4月1日時点）

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

20代, 0.9%
30代, 10.8%

40代, 23.3%

50代, 26.0%

60代, 28.6%

70代以上, 

10.4%

所属建築士の年代別構成（平成30年4月1日時点）

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
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建築士100

万人

ＪＡＢＡ

建築士会

8会員 万

人専

攻

建

築

士
6913

名

ＪＳＣＡｊ建築構造士
ＪＩＡ登録建築家

ＢＳＩＪ建築積算士 ＪＡＢＭＥＥ ＳＥＮＩＯＲ

構造設計一級建
築士及び設備設
計一級建築士管理建築士

建築設備士

１級建築士
２級建築士
木造建築士

参考資料：建築士制度16
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　　　　　　　　44市町村の建築士の数（行政の資格者 H23年度と、令和4年度の調べ）.xls 2024/11/28日　11:54分 現在

市町村名
R５年７月

行政の会員数
R４年１１月
行政の会員数

R３年１１月
行政の会員数

うち、　21
年度

入会者

うち、　22
年度

入会者

うち、
23年度
入会者

うち、
24年度
入会者

うち、
25年度
入会者

2 4 1

2 日立市    　  11/133 3 3 3 1
3 土浦市　　11/16 3 3 3

1 4

1

6 取手市　　11/15 3 3 3 2 1
7 ひたちなか市 　11/10 2 1 1 1
8 北茨城市　  11/13

9 古河市　11/15 (1)
10 石岡市 (1)
11 筑西市 1 1 1

6 0 ---

13 竜ヶ崎市 0 0
14 下妻市 1 1 1
15 常総市 0 0
16 常陸太田市 1 1 1 1
17 笠間市　　8/3

18 坂東市 0 0 1
19 牛久市 1
20 守谷市
21 鹿嶋市
22 潮来市 1 1 1 1
23 かすみがうら市 1 1 1
24 つくばみらい市

25 桜川市 2 2 2 0 1 ---
26 小美玉市
27 那珂市 1 1 1 1
28 常陸大宮市
29 鉾田市
30 神栖市
31 行方市
32 稲敷市
33 茨城町 (0)
34 城里町
35 大洗町 1 1 1 1

0 0 --- 1

37大子町 1名(五来) ＋1
38 美浦村
39 阿見町 2 2 2
40 河内町
41 八千代町
42 五霞町
43 境町
44 利根町

計 44市町村 48 51 51 12 5 14 3 1

県庁支部(県関係) 114 112 115 4 5 4 1 2
民間確認検査機関 48 48 48 2 2 2 1
学校関係(県･民間) 2 3 3 10 11 5 1
自衛隊､県警､刑務所 1 1 1 1 2 1

5

4

東海村36

12 5

75

結城市 5

3

8＋1

4

4

7水戸市　　 11/15

ご
参
考

1

6つくば市　11/16

高萩市 　  11/13 5

8

66

7
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＊発注者 受託業務名称 業務内容（概要） R6 受託（予定）金額

茨城県
　
茨城県建築パトロール
業務委託

県下市町村の都市計画区域の全域にわたり、建築工事現場のパ
トロールを実施し、都市計画法及び建築基準法違反を防止するた
めの普及・啓発を行う。

3,498,000円
(税込み)

茨城県
　
建築物等震災対策事業
業務委託

地震等により被災した建築物の危険性（余震による倒壊、外壁・
窓ガラスの落下、付属設備の転倒等）を判定する、応急危険度判
定士になるための講習会を実施する。
また、応急危険度判定士認定者が、地震災害時における被災建
築物の判定活動を迅速かつ的確に実施できるよう、技術の習得
等を目的として応急危険度判定模擬訓練を行う。

3,201,000円
(税込み)

茨城県
　
木造住宅耐震診断士養成
業務委託

県内の建築資格者を対象に、診断士として必要な知識を習得させ
るための「木造住宅耐震診断」講習会を実施する。そのための広
報及び募集、講師の選定、講習会の運営、受講者の登録に関す
る一切の業務を請け負う。　( 今年は、講習会を　×　２回分 )

1,800,000円
(税込み)

茨城県
空き家相談会等への専門家派遣
業務委託

空き家相談会ならびに特定空家の認定にかかる判定調査業務等
(　特定空家の認定調査は、５市で、1戸 約 55,000円 )
(  空き家相談会は、7市で相談員へ直接払い 7,000～15,000円 )

342,500円
(税込み)

県内各市町村(44市町村中)

（34市町村(予定)）
木造住宅耐震診断業務委託

耐震改修促進計画の一環として、市町村民がわが家の耐震性を
知り、耐震改修の重要性を理解することにより、耐震対策を促進
し、地震に対して多くの市町村民の安全及び市街地の防災安全
性の確保を図れるよう、木造耐震診断士を派遣し、耐震診断を行
う。

88,000円(税込み）/戸
※診断予定数：230戸

つくば市
国補建築物耐震改修に関する啓
発活動業務委託

耐震改修に関する啓発活動事業に適用し、つくば市耐震改修促
進計画に基づき、住宅の耐震化を促進していくため耐震啓発展
示や耐震相談会などを行う。

1,380,000円
(税込み)

つくば市
つくば市建築パトロール業務委託
(年２回)

茨城県建築行政マネジメント計画に基づき、違反建築(未然防
止)パトロ－ルを実施して、完了検査率の向上や建築基準法違
反を防止するための普及･啓発を行う。

451,000円
(税込み)

水戸市
違反建築(未然防止)パトロ－ル
業務委託(年２回)

茨城県建築行政マネジメント計画に基づき、違反建築(未然防
止)パトロ－ルを実施して、完了検査率の向上や建築基準法違
反を防止するための普及･啓発を行う。

495,000円
(税込み)

茨城県
働く世代のスポーツ活動支援補
助金

働く世代のスポーツ機会を創出するモデル事業を創出し、働く世
代のスポーツ機会の充実を図る。

275,000円
(税込み)

自治体等からの受託業務について
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＊発注者　等 受託業務名称 業務内容（概要） R6 受託（予定）金額

普及センター
建築士試験準備等業務委託
(一級・二級･木造)

最盛期は、　1,000万円位であったが、350万まで減ってしまった 。
(　▲　650万円である。)

3,500,000円見込み
(税込み)

普及センター 定期講習実施等業務委託
最盛期は、　　620万円位であったが、50万まで減ってしまった 。
(　▲　570万円である。)

500,000円見込み
(税込み)

士会連合会
一級免許登録業務 48万、
既存住宅のｵﾝﾗｲﾝ委託費42万

監理技術者の委託費　2.4万、　けんばい保険　45万
1,380,000円見込み
(税込み)

茨城県建築士会 出版図書
茨城県宅地開発資料集　茨城県建築基準条例集、
(過去には、中間検査ﾏﾆｭｱﾙ・小規模開発資料集・確認申請ﾏﾆｭｱ
ﾙ )

1,930,000円見込み
(税込み)

賛助会員等
・年会費 430万、
広告　150万(会報・封筒・ﾊﾞﾅｰ)

・　協賛金　240万　(苗木、日帰り見学会、製図課題現場、)
・　ﾁﾗｼ同封料　95万

9,150,000円見込み
(税込み)

賛助会員、役員、支部等
・　会員名簿の広告150万
( 2年に一度)

1,500,000円見込み
(税込み)

賛助会員、役員等
・　ゴルフ 30万、ソフト 10万  、
ボウリング 10万、賀詞交歓会 50
万

役員等へ賞品(物)の提供依頼による商品代の経費節約
1,000,000円見込み
(税込み)

非会員の差別化
CPD更新 会員 3,000円×200名、
非会員更新 16,500円×４２名

CPD新規 会員 4,400円×人数、　非会員　19,800円×人数
会員との差額
600,000円見込み
(税込み)

会費の値上げ
懇親会費の値上げ
会員　1000円×200人×２回

出版図書値上げ 50万、チラシ同封値上げ 20万、広告の値上げ
20万

過去との差額
400,000円見込み
(税込み)

会場費、資料代の節約
・理事会会場 10万、総会会場50
万　　　・賀詞会場 50万、

全国大会助成金の減額 20万、 会議資料印刷費12万
過去との差額
1,420,000円見込み
(税込み)

※　節約および色んな収入節約術は、別紙参照

56



1
令和４年度の総務委員会で過去の会費等の変遷を調べた(度重なる消費税

等の値上げがあっても色々と節約し28年間値上げせず努力してきた)
別紙－１

2
令和５年度決算の収支差額は　▲525万円

( 令和５年度の定期取崩金が、 ▲200万円)

3
令和6年度予算の決算見込みは ▲595万円

( 令和6年度の定期取崩金が、  ▲400万円)

4 　･･･毎年の収支見込みは、     ▲525万円～▲595万円

5 ✖運営資金(定期預金)残額2,430万は 6年で底をつく(  400万 )

6 その赤字額を補填する会費値上額は、年3,600円/1人 必要 別紙－3

年会費　12,000円は、47士会中 ➡ 8士会( 17% )

 残りの32士会( 68%は、もっと高い 12,600円 ～ 30,000円 )

 残りの 7士会 ( 15%は、もっと安い   7,000円 ～ 11,000円 )

8 節約方法・・・支出の部と、収入の部【過去の取り組み事例】 別紙－5

参考・・・年会費【他団体との比較】

①.　事務所協会　年42,000円＋α

②.　建築家協会　年45,000円＋支部会費

③.　建築士会　　年12,000円＋支部会費

④.　建築学会　　年12,000円

会費値上げ調査・分析について(たたき台)

令和７年度総会で提案･承認を頂いて、10月からその会費を値上げしたい

別紙－２

9

別紙－47
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① 理事会資料の印刷60P通信費削減 ･･･  700円×44名×４回 ▲12万

② 外注費(封入シルバー人材)の削減    ･･･  月4万×12月 ▲48万

③ 全国大会の助成金4,000円/1人の削減･･･ 50人分 ▲20万

④ 7委員会資料の印刷20P通信費削減･･･ 300円×14名×４回 ▲12万

⑤ 懇親会費の値上げ1,000円/1人の増加･･･200人分　 ＋20万

⑥ ✖コンパニオン20名の削減 12,000円 ▲24万

⑦ チラシ広告同封料の値上げ　＋10,000円 ＋30万

⑧ 理事会の開催数削減=旅費の削減    ･･･ １回×16万円×１回 ▲16万

⑨ 7委員会の開催数削減 = 旅費の削減･･･ １回×4.6万円 ▲32万

⑩ 役員旅費 4,000円 →  2,000円の半額に削減 ▲50万

⑪ Zoomの場合の旅費2,000円 →  無し削減 ▲5万

令和5年度の旅費合計　231万円(延べ699名) /@3,304円

内、理事会支部長会議は、50.4万円(延べ139人) /@3,625円

経費の節約 and 収入増加の対策・方法(たたき台)案  ･･･  ① 案 ～ ⑪ 案まで

参考

過去10年間の収支決算額ならびに取崩金額を調べた資料 → (参考A)
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節約 支出の部

1 宅急便やメール便の値引き交渉　120円を → 64円×2,500名 1 封筒裏面広告　　50万円

2 紙代の値引き交渉　→　仕入れメーカーの変更　･･･約半値 2 チラシ広告　　  100万円 賛助会員の獲得

3 コピー機、印刷機の値引き交渉　・・・一割引き 3 バナー広告   　  　50万円 賛助会員の獲得

4 外注費(封入シルバー人材)の削減    ･･･  年間約 50万円の節約 4 賛助会員獲得　　420万円

5 会報誌の値引き → 印刷会社変更   ･･･  年間約 100万円の節約 5 会報誌の広告　　100万円 賛助会員の獲得

6 会員名簿印刷費の値引き 　　       ･･･  発刊年約 10万円の節約 6 会員名簿の広告　150万円 賛助会員の獲得

7 理事会資料の印刷60Pと郵送費削減　  ･･･ 　年 12万円の節約 7 苗木の協賛金　　180万円

8 全国大会の助成金減額 6,000円→4,000円　100人で20万の節約 8 見学会協賛金　　  50万円 日帰り

9 委員会旅費　年6回→4回　→　小委員会に変更　年32万円節約 9 賀詞交歓会商品  　50万円

10 7委員会資料の印刷20P削減･･･ 300円×14名×４回=12万円節約 10 ゴルフ大会賞品  　30万円

11 理事会、委員会会場費の節約　→　年間10万円節約 11 ソフト大会賞品  　10万円

12 総会＋賀詞交歓会の会場費節約　➡　50万ずつ　計 100万円節約 12 ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ大会賞品   10万円

今後の案-1 理事会の開催数削減=旅費の削減    ･･･ １回×16万円節約 13 CPD年会費値上げ　20万円

今後の案-2 全国大会の助成金4,000円/1人　･･･ 100人分　40万円の節約 14 懇親会費値上げ　　20万円

今後の案-3 ✖コンパニオン20名の削減 12,000円　　　　　24万円の節約 15 チラシ広告値上げ　20万円

今後の案-4 委員会旅費　4,000円を半額に削減　　　　50万円の節約(大阪無し) 16 会報広告値上げ　　20万円

今後の案-5 17 出版物の発刊　　　50万円 都計法、中間、小規模

18 斡旋図書の増加　　10万円 世界で一番シリーズ

19 CPD非会員価格　　15万円

20 受講料非会員価格　30万円 受講料の差別化

21 ✖スポーツ補助金 2=28万円 ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ、ソフト大会

22 青年:製図見学会協賛11万円 課題現場見学会

23

収入の部
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採 点 基 準 

 
「令和５・６年度建築関係コンサルタント名簿（総合評価点順位）」は、沖縄県土木建築部

における「令和５・６年度 測量及び建設コンサルタント等業務入札参加資格審査申請」

（以下、「令和５・６年度コンサル入札参加申請」という。）時点の情報を基本とする。た

だし、各項に別途記載がある場合はこの限りではない。 

 

Ⅰ 経営事項 

経営事項は、次の項目の合計点が９０点を超えない範囲で加算する。 

 

１．資本金の評価 

資本金（自己資金以外）の有無を評価する。 

⑴ あり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５点 

⑵ なし ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ０点 

 

２．営業年数の評価 

⑴ ２０年未満 ・・・・・・・・  営業年数×０．５点を点数とする 

                        （小数点以下切り上げ） 

 ⑵ ２０年以上 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １０点 

 

３．年間平均実績高の評価 

⑴ ２千５百万円未満 ・・・・・・  百万円で除した数を点数とする 

                        （小数点以下切り上げ） 

⑵ ２千５百万円以上５千万円未満 ・・・・・・・・・・・  ３０点 

⑶ ５千万円以上１億円未満 ・・・・・・・・・・・・・・  ４０点 

⑷ １億円以上３億円未満 ・・・・・・・・・・・・・・・  ５０点 

⑸ ３億円以上５億円未満 ・・・・・・・・・・・・・・・  ６０点 

⑹ ５億円以上 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７０点 

 

４．品質保証の評価 

採点表の提出日時点のＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１の認証取得について、下

記のとおり加点する。 

⑴ ＩＳＯ ９００１認証取得 ・・・・・・・・・・・・・・  ５点 

⑵ ＩＳＯ１４００１認証取得 ・・・・・・・・・・・・・・  ３点 

 

５．ＳＤＧｓの取組の評価 

採点表の提出日時点の「おきなわＳＤＧｓパートナー」の登録の有無を評価する。 

⑴ あり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １点 

⑵ なし ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ０点 

 

Ⅱ 技術的事項 
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技術的事項は、次の項目の合計点が１８０点を超えない範囲で加算する。 

 

１．建築関係資格者の評価 

「令和５・６年度コンサル入札参加申請」において提出した資格者数を対象として

下記のとおり加算する（１人につき各点数を加点）。 

ただし、「耐震診断技術者」、「キャスビー建築評価員」及び「建築基準適合判定資格

者」は、採点表の提出日時点の資格者数とする。 

なお、同一人が一級及び二級の両方の資格を持っている場合は、上位等級の一級建

築士の資格のみを採点の対象とする。 

⑴ 一級建築士 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３点 

⑵ 構造設計一級建築士 ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３点 

⑶ 建築構造士 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２点 

⑷ 二級建築士（一級建築士と重複しない場合に限り）  ・・・  １点 

⑸ 建築コスト管理士 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １点 

⑹ 建築積算士    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １点 

⑺ 建築基準適合判定資格者 ・・・・・・・・・・・・・・・  ３点 

⑻ 耐震診断技術者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １点 

⑼ キャスビー建築評価員 ・・・・・・・・・・・・・・・・  １点 

 

２．設備関係資格者の評価 

「令和５・６年度コンサル入札参加申請」において提出した資格者数を対象として

下記のとおり加点する（１人につき各点数を加点）。 

ただし、「省エネ法適合性判定員資格者」及び「技術士」は、採点表の提出日時点の

資格者数とする。 

なお、同一人が一級及び二級の両方の資格を持っている場合、上位等級の一級の資

格のみを採点の対象とする。 

⑴ 建築設備士 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３点 

⑵ 設備設計一級建築士 ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３点 

⑶ 省エネ法適合性判定員資格者 ・・・・・・・・・・・・・  ３点 

⑷ 一級電気工事施工管理技士 ・・・・・・・・・・・・・・  ２点 

⑸ 一級管工事施工管理技士 ・・・・・・・・・・・・・・・  ２点 

⑹ 技術士（電気電子又は総合技術監理部門（電気電子）） ・・  ２点 

⑺ 技術士（機械部門（選択科目を「流体工学」、「熱工学」とす

るものに限る）、上下水道部門、衛生工学部門又は総合技術監

理部門（選択科目を「流体工学」、「熱工学」又は上下水道部 

門若しくは衛生工学部門に係るもの） ・・・・・・・・・  ２点 

⑻ 第一種電気工事士 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２点 

⑼ 甲種消防設備士 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２点 

⑽ 電気主任技術者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２点 

⑾ 二級電気工事施工管理技士 

（一級電気工事施工管理技士と重複しない場合に限り） ・  １点 
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⑿ 二級管工事施工管理技士 

（一級管工事施工管理技士と重複しない場合に限り） ・・  １点 

 

３．受賞歴等の評価 

平成29年４月１日から採点表の提出日時点までの実績について評価する。 

公共建築賞について、同一設計事務所が複数回受賞した場合、点数の高いもの１回

を満点とし、それ以外の受賞については点数を半分（小数点以下切り上げ）にして加

点する。 

沖縄県が主催する設計競技等について、同一設計事務所が複数回受賞した場合、点

数の高いもの１回を満点とし、それ以外の受賞については点数を半分（小数点以下切

り上げ）にして加点する。設計共同体の場合はそれぞれの設計事務所に加点する。 

沖縄県土木建築部優良業務表彰について、同一設計事務所が複数回受賞した場合、

初回を満点とし、二回目以降は点数を半分（小数点以下切り上げ）にして加点する。 

⑴ 公共建築賞（国土交通大臣表彰） ・・・・・・・・・・  １５点 

⑵ 公共建築特別賞（国土交通省大臣官房官庁営繕部長表彰）  １０点 

⑶ 公共建築優秀賞（一般社団法人公共建築協会会長表彰） ・  ５点 

⑷ 沖縄県主催公募型設計競技 金賞（最優秀） ・・・・・・  ５点 

⑸ 沖縄県主催公募型設計競技 銀賞（優秀） ・・・・・・・  ３点 

⑹ 沖縄県主催公募型設計競技 銅賞（佳作） ・・・・・・・  １点 

⑺ 沖縄県主催公募型プロポーザル方式総合評価での特定者 ・  ３点 

⑻ 土木建築部優良業務表彰の受賞者 ・・・・・・・・・・・  ５点 

 

Ⅲ 地域貢献その他の事項 

  地域貢献その他の事項は、次の項目の合計点が３０点を超えない範囲で加算する。 

 

１．関係団体の役員経験者 

点数は役員であった（ある）者に与えるものとし、その者が採点表の提出日時点に

所属する設計事務所に加点する。 

同一者が再選により複数回役員になった場合、加点は１回限りとする。 

同一者が会長と副会長の両方の役員になった場合、加点は点数の高い会長点の１回

限りとする。 

一つの設計事務所に役員であった（ある）者が複数いる場合、それぞれの者に加点

する。 

同一者が２以上の団体の役員であった（ある）場合、それぞれについて加点する。 

⑴ 沖縄県建築士会 

会 長（平成30年度から令和４年度まで） ・・・・・・・  ５点 

副会長（平成30年度から令和４年度まで） ・・・・・・・  ３点 

  ⑵ 沖縄県建築士事務所協会 

会 長（平成30年度から令和４年度まで） ・・・・・・・  ５点 

副会長（平成30年度から令和４年度まで） ・・・・・・・  ３点 

  ⑶ 沖縄県設備設計事務所協会 
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会 長（平成30年度から令和４年度まで） ・・・・・・・  ５点 

副会長（平成30年度から令和４年度まで） ・・・・・・・  ３点 

  ⑷ 日本建築家協会沖縄支部 

支部長（平成30年度から令和４年度まで） ・・・・・・・  ５点 

副支部長（平成30年度から令和４年度まで）  ・・・・・・   ３点 

 

２．審査会の委員 

点数は委員である者に与えるものとし、その者が採点表の提出日時点に所属する設

計事務所に加点する。 

同一者が２以上の委員会の委員である場合、それぞれについて加点する。 

委員が上記関係団体の役員と重複している場合、それぞれについて加点する。 

⑴ 沖縄県建築審査会委員（令和３、４年度） ・・・・・・・  ５点 

⑵ 沖縄県建築士審査会委員（令和３、４年度） ・・・・・・  ５点 

⑶ 沖縄県開発審査会委員（令和３、４年度） ・・・・・・・  ５点 

 

３．建築関連表彰者 

建築関連表彰者とは、叙勲、褒章、建設事業関係功労者表彰（国土交通大臣表彰）

である。その者が採点表の提出日時点に所属する設計事務所に加点する。 

同一者が２以上の複数の受賞をしている場合、それぞれについて加点する。 

⑴ 建築関連表彰者（平成25年度から令和４年度まで） ・・・  ５点 

 

４．関係団体の会員 

採点表の提出日時点の各団体等に所属している者について加点する。 

⑴ 沖縄県建築士事務所協会会員 ・・・・・・・・・・・・・  ５点 

⑵ 沖縄県設備設計事務所協会会員 ・・・・・・・・・・・・  ５点 

⑶ 沖縄県建築士会会員（１人につき） ・・・・・・・・・・  １点 

⑷ 日本建築家協会沖縄支部会員（１人につき） ・・・・・・  １点 

⑸ 日本建築構造技術者協会会員（１人につき） ・・・・・・  １点 

⑹ 建築設備技術者協会会員（１人につき） ・・・・・・・・  １点  

⑺ 日本建築積算協会会員（１人につき） ・・・・・・・・・  １点 

 

５．推進施策の登録者 

沖縄県が推進するそれぞれの判定士について、採点表の提出日時点で登録のある者

に加点する（１人につき各点数を加点）。 

⑴ 被災建築物応急危険度判定士 ・・・・・・・・・・・・・  １点 

⑵ 被災宅地危険度判定士 ・・・・・・・・・・・・・・・・  １点 

 

６．法務関係委員等 

採点表の提出日時点でそれぞれの委員等として委嘱又は任命されている者につい

て加点する。 

⑴ 沖縄県弁護士会住宅紛争審査会紛争処理委員又は専門家相談員 １点 
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⑵ 那覇地方裁判所所属建築専門員 ・・・・・・・・・・・・  １点 

⑶ 沖縄県建設工事紛争審査会委員 ・・・・・・・・・・・・  １点 
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提出日　：

住所：

ＴＥＬ　： ＦＡＸ　：

E-mail：

担当者：

事項 配点 採点 備考

資本金 5
営業年数 年 1～10
年間平均実績高 千円 1～70

ISO90001 5
ISO140001 3

SDGsの取組 おきなわＳＤＧｓパートナー 1
小　計 0 上限90点

建築関係資格者 一級建築士 人 3
構造設計一級建築士 人 3
建築構造士 人 2
二級建築士 人 1
建築コスト管理士 人 1
建築積算士 人 1
建築基準適合判定資格者 人 3
耐震診断技術者 人 1
キャスビー建築評価員 人 1

設備関係資格者 建築設備士 人 3
設備設計一級建築士 人 3
省エネ適合性判定員資格者 人 3
技術士（電気関連）（※３） 人 2
技術士（機械関連）（※４） 人 2
一級電気工事施工管理技士 人 2
一級管工事施工管理技士 人 2
第一種電気工事士 人 2
甲種消防設備士 人 2
電気主任技術者 人 2
二級電気工事施工管理技士 人 1
二級管工事施工管理技士 人 1

受賞歴等 公共建築賞 回 15
公共建築特別賞 回 10
公共建築優秀賞 回 5
沖縄県設計競技金賞(最優秀) 回 5
沖縄県設計競技銀賞(優秀) 回 3
沖縄県設計競技銅賞(佳作) 回 1
沖縄県主催公募型ﾌﾟﾛﾎﾟ特定者 回 3
優良業務等表彰(受注者) 回 5

小　計 0 上限１８０点
建築士会 会長 5

副会長 3
建築士事務所協会 会長 5

副会長 3
設備設計事務所協会 会長 5

副会長 3
建築家協会 支部長 5

副支部長 3
沖縄県建築審査会委員 人 5
沖縄県建築士審査会委員 人 5
沖縄県開発審査会委員 人 5

建築関連表彰者 人 5
平成25年度から令和４年度までの実績
提出日時点に所属する事務所
（※２）証明書類添付

沖縄県建築士事務所協会会員 5
沖縄県設備設計事務所協会会員 5
沖縄県建築士会会員 人 1
日本建築家協会沖縄支部会員 人 1
日本建築構造技術者協会会員 人 1
建築設備技術者協会会員 人 1
日本建築積算協会会員 人 1
被災建築物応急危険度判定士 人 1
被災宅地危険度判定士 人 1

人 1
那覇地方裁判所所属建築専門員 人 1
沖縄県建設工事紛争審査会委員 人 1

小　計 0 上限３０点

注： （※１）　令和５・６年度コンサル入札参加申請内容を記入　（技術・建設業課へ申請した内容）
（※２）　採点した内容を確認できる資格者証又は名簿等の写しを施設建築課へ提出してください。
（※３）　電気電子部門又は総合技術監理部門（選択科目を電気電子とするもの）を対象とする。
（※４）　機械部門（選択科目を「流体化学」、「熱工学」とするものに限る）、上下水道部門、衛生工学部門又は総合技術監理部門（選択
　　　　　科目を「流体工学」、「熱工学」又は上下水道部門若しくは衛生工学部門に係るもの）を対象とする。

（※１）令和５・６年度コンサル入札
参加申請内容を記入

証明書類不要

提出日時点の資格者数
（※２）証明書類添付

経
営
事
項

品質保証

（※１）令和５・６年度コンサル入札
参加申請内容
証明書類不要

（※１）令和５・６年度コンサル入札
参加申請内容

証明書類不要

提出日時点の資格者数
（※２）証明書類添付

提出日時点での認証又は登録
（※２）証明書類添付

沖縄弁護士会住宅紛争審査会紛争処理委員又は専門家相談員
提出日時点の委嘱・任命者数
（※２）証明書類添付

総合評価点　　　　　 0　点

提出日時点の登録者数
（※２）証明書類添付

地
域
貢
献
そ
の
他
の
事
項

平成30年度から令和４年度までの
実績
提出日時点に所属する事務所
（※２）証明書類添付

令和元３、令和４年度の実績
提出日時点に所属する事務所
（※２）証明書類添付

提出日時点の所属
（※２）証明書類添付

平成29年4月1日から提出日時点
までの実績
（※２）証明書類添付

技
術
的
事
項

建築関係コンサルタント名簿（総合評価点順位）　採点表

　

社名称：

代表者：

格付け希望業種(どちらかを選択）： 建築士事務所登録番号（登録がある場合）：

評価項目

（※１）令和５・６年度コンサル入札参
加申請内容を記入　証明書類不要

有

有 無

有 無
有 無
有 無
有 無
有 無
有 無

有 無
無

有 無

会員 ⾮会員

有 無

会員 ⾮会員

建 築 設 備

有 無
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建築士会連合会 

1 

 

大阪府建築士会ヒアリング/メモ 

 

日時 令和 6年 9月 27日（金） 

先方：岡本会長 

当方：日高 

 

前提① 大阪士会を取り巻く状況、及び将来的な展望を踏まえて大阪士会とし

てどう動いていく必要があるかについて一定のビジョンを持つ様に努力

している。 

  →ビジョン作成委員会（現在は解散（岡崎さんが委員長）により検討を行

った経緯あり。 

 

前提② 大阪士会としては建築だけではなく健康・医療・福祉・介護や弁護

士会、宅建協会（2協会）、不動産鑑定協会、日本建築材料協会等の他団

体とも連携していく必要があると認識し協定締結して行動・努力してい

る。 

   ＊建築からソーシャルデザインへ 

 

大阪士会の概要 

 ・会員数は 2,200人前後で、年々減少。年間会費は 19,800円、会費を含め

た士会収入は 6,000万円前後。 

 ・収支はコロナ禍時の 1年間を除き、黒字を維持している。 

 ・大阪府の面積が小さいこともあり、支部はない。 

・会長の下に 5人の副会長、4部門、７人の部門長、12の委員会、520人

の委員。→財政上の課題から委員会時の旅費は支給していない。 

・事務局は専務、常務（事務局長兼務）を含めて 10人。 

 →11月末で常務が退任予定 

 

公共団体への働きかけ 

〇訪問理由等 

・士会のメリットを公共団体にアピールするために訪問 

（士会のメリットを強調） 

・設計者から施工者まで多種多様な人材が揃っている。 

・業界団体ではないので、業界として公共団体に要請する事はない。 

・岡本会長の就任以後、大阪府下の 43市町村を 12回訪問継続中。 

（訪問者：会長、専務、地元の理事、若手会員等） 

  

〇訪問時での説明事項 

・各市町村に設置されている都市計画審査会、建築審査会、景観審査会等

の建築に関係している審査会や各種委員会に建築士会から委員を派遣
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（建築士会として受託）する事を要請。特に女性委員。 

〇要請時における訴求ポイント 

・設計者から施工者まで多種多様な人材が揃っている（再掲）。 

・建築士会として受託するので、各委員の成果品等は事前に他の士会メン

バーがチェックを行って納品を行う。 

   ※派遣する士会会員は、一定レベル以上の者とするため、CPDを一定単

位以上修得し、かつ 

   ①耐震関係（被災建築物応急危険度判定士、耐震診断士） 

②省エネ関係（省エネ基準適合判定資格者） 

③既存関係（既存住宅状況調査技術者） 

3つの資格を有する者に限定し、且つ人物の適格性を評価して選定してい

る。 

  ・例えば災害発生時には、応急危険判定、被災度判定、建築相談、罹災証 

明、災害鑑定と切れ目なく対応が可能である。 

  →取組を継続している結果、現在公共団体へ派遣している会員は非公式

を含めて 120名程度にまで増。他団体への派遣は 90名、計 210名程

度）。 

 

〇取組を継続している事によるメリット 

  ・委員を派遣している事により、当該市町村より大阪士会に対して事業

（市所有の建築物の耐震診断、マンション改修事業、ヘリテージ事業、

空き家対策事業等）の依頼がある。 

   →依頼された場合は、事務費として 15%の事務費を大阪士会は士会会計 

に繰り入れた上で士会会員に依頼する。 

  ・現在、公民館等施設の改修業務について BIMを利用する事を前提とした 

契約を 5市と協議中 

  ・各委員に対しても、個人的に当該市町村より業務の依頼がくる。 

 

〇その他 

・行政職員（含：医療や福祉等を含めた建築職以外）には無料で準会員扱

いとしている（士会会員向けの講習会等における会員相当の対応）。 

 

他団体との連携 

〇他団体との協定締結（ヨコ串関係） 

・弁護士会、宅建協会（2協会）、不動産鑑定士協会、日本建築材料協会 

等と協定を締結。 

→協定を締結する事により、他団体にきた自団体関連情報を相互に情報 

提供を実施したり、協働で実施できる体制を構築。 
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  ※1 大阪万博における全日本不動産協会との協働開催（協会が資金提

供、大阪士会が国際コンペ等のデザインとグランドデザインを担

当）等 

※2 万博全体の国際コンペ（小施設設計）の事務委託を無料で実

施。 

  ・在阪 4団体（士会、事務所協会、JIA、建築設計協会）と会長だけで 

（事務局抜き）の懇談会実施（年間 4回程度） 

   →他団体からは、業界団体ではない建築士会にメリット有と評価されて 

いる。 

  ・現在、病院協会（病院経営者が会員）と協定を締結している。将来的に 

は医師会とも協定を締結する予定。 

 

〇他団体からの評価確認（タテ串関係） 

・消費者団体（大阪府内 5団体）と年に 1回、意見交換を実施。 

・在阪の専門誌業界 6社と意見交換・懇親会を年に 1回実施。 

・行政 OBが経営層となっている確認検査機関との意見交換を実施。 

 

表彰関係 

〇大学・高専への働きかけ（住宅大賞） 

・近畿ブロック（＋福井県）で大学・高専を対象とした作品賞を実施。 

→ゼネコンと住宅メーカーも協賛参加してもらい、それぞれの作品賞に

より表彰。 

 →学生達のモチベーションアップと、建築士会を認識してもらうことに

役立っている。 

 

〇大阪府と住宅供給公社・建築士会が「あすなろ夢建築」大阪府公共建築設  

計コンクールを実施 

〇建築人賞」は「建築人」の GALLERY 頁に掲載された全作品の中から特に   

機能性、社会性、デザイン性、先進性などにおいて優れたものを顕彰、建 

築技術の進展、建築文化の向上に資することを目的とし、「建築人」のプ 

レゼンスをより高めていくことを意図して創設された賞 

・建築コンクール 

・おおさか環境にやさしい建築賞 

・優秀卒業生表彰 

・その他（CPD表彰制度） 

 

大阪府内のゼネコン訪問 

 ・岡本会長が府内 20社ほどの中堅ゼネコンの社長を訪問 

 ① 監理技術者講習の勧奨 

 ② 建築士会への若手（20代～30代）の派遣依頼 
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※働き方改革で多少ゼネコン社員にも時間的余裕が生じている筈とい

う観点から 

③災害時におけるゼネコン社員の被災地派遣要請（1週間程度） 

 ※被災者と交流する事で社員のモチベーションアップ、人間性が向

上しまた労働生産性も向上するという観点から 

 

海外との協定 

・主として今後の人的交流の関係から東南アジアの各市（釜山、上海、香

港、ベトナム）と協定を締結（インドネシア、フィリピン、台湾、ミャン

マー、モンゴルと締結予定）。 

 

その他 

〇研修体制 

   ・大手ゼネコンの設計部長が研修担当理事という事もあり、海外政府から

の研修等にもすぐに対応が可能となっている。 

 

〇応急危険訓練 

・被災建築物応急危険度判定士の訓練のために、年に 1回メールで招集・

応答訓練を実施している。 

 

〇事務局職員との面談 

・年に 1回会長と職員との面談を実施している（会長と職員のみ）。 
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東京建築士会ヒアリング/メモ 

 

日時：2024 年 11 月 13 日（水）10:00～12:00 

場所：東京建築士会会議室 

先方：鴛海専務理事、笠木事務局長、梅津主幹 

当方：日高常務、小林課長、小野田 

 

前提：会員が東京士会に所属して良かったと思われるような環境や講習会を提供していくことが重要で

あり、その為に会費値上げを行いますというスタンスが必要と事務局で判断し、正副会長会議や総

務企画委員会で了承を得た（会費値上げは目的ではなく会員サービス向上のための手段）。 

 

会員数・収支状況の推移 

＜会員数＞ 

・会員数は 10 年前の 5,900 名から直近では 4,800 名と 2 割近く減少している。 

・会員の年齢構成も 10 年前と比べ 40 代が 21％→16％、70 代が 10％→20％と高年齢化している（30 代

は６％→４％と微減）。 

・正会員の職種の比率では、建築士事務所が最も多いのは変更なし。10 年前と比べて「建設業」「工務店」

「官公庁」などの設計事務所以外の他業種の割合が減少傾向にある（大手ゼネコンや大手設計事務所は

会費を会社負担としているためか、さほど減少していない）。 

→今後の既存建築物のリフォームの増加を考えて、建設業、工務店、インテリアコーディネーターなどへ

の賛助会員勧奨を行っていくべきとの方向性。 

・新規会員の入会動機で一番多いのが、「けんばい」（半数程度）であり、入会動機または退会の一定の抑

止力となっている。（事務所協会・JIA より比較的安価） 

・入会動機で２番目３番目に多いのが、「最新情報の収集」「勉強会・講習会等への参加」（３割程度）で

あり、今後も会員への情報発信等に力を入れていく方針。一方で退会理由は高齢での業務廃止が大半

であり、一度入会すると継続する会員が多い。 

＜収支状況＞ 

・コロナの影響で令和２年度より収支差額の赤字が続いている。 

・定期講習・建築士試験に係る事業収入が 10 年間で半減している。 

・職員数は最大 15 名から現在 8 名に減少してきている。 

 

会費値上げ 

・数年前から検討を重ね、会員専用のデジタルプラットフォームの開発など会員サービスの拡充と合わ

せ、令和７年度より、正会員会費を 18,000 円→24,000 円、賛助会員費を 24,000 円→36,000 円へと

値上げする。 

・各士会の値上げ後の会員数の推移を見ても、極端に会員数が減少している士会はみられない。（自然減

程度に納まっている） 
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最近の財政健全化に資する取り組み（会員サービスの拡充（検討中）） 

〇年齢割引制度 

・70 歳以上の正会員は、会費から 2000 円割引 

・40 歳未満の正会員は、会費から 4000 円割引（40 歳未満は年齢構成率が低いため大幅に割引しても大

勢に影響ないと判断） 

〇バウチャー制度（導入予定） 

・正会員へセミナーなどで使用出来る、1000 円×4 枚（4000 円分相当）のバウチャーを付与予定。 

※デジタルプラットフォームでの運用が前提 

〇会員専用のデジタルプラットフォーム（アプリ等）の開発 

・デジタルプラットフォームから東京士会 HP に誘導させる。 

・東京士会専用アプリの開発により、会員へ最新の情報などを携帯のプッシュ通知などにより届ける。 

・また東京士会の HP へのアクセスがスムーズになり、利便性向上と共に各種手続きの事務負担の軽減

にも寄与。 

・ビジネス用 LINE アプリによる迅速な情報発信も導入予定（現在試験導入段階） 

・デジタルプラットフォームは会員外（ex.入会検討者、賛助会員企業所属の社員等）の使用も想定。 

・導入コストは約 200 万円、年間維持費は約 180 万円。 

 

連合会誌の扱いなど 

〇会報誌「建築東京」の合併号実施について（令和 5 年度から実施済） 

・昨今の物価高等による会報誌の制作費増加や、コロナ禍以降の広告収入の減少などにより、会報誌の合

併号実施の検討を 2021 年度より開始し、古谷会長の指示のもと当初は２か月に１度（隔月）の発行を

想定したが、結果的に３か月に１度の発刊（季刊誌）とする形で令和 5 年度より本格導入。 

・３か月に 1 度の季刊誌とすることにより、ページ数を増やし内容の充実化を図っている。 

・季刊誌となることで、広告収入は年間 300 万円程度減る一方で、会報誌の作成費は年間 500 万円程減

少している。 

・広告収入を入れても収支は赤字（令和 5 年度年度で▲40 万円）だが、会員サービスの一環としてやむ

を得ないと考えている。 

・印刷・製本は広告代理店により三社見積合わせを行っている。 

 

以上 
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愛知建築士会ヒアリング/メモ（確認済） 

文責：小野田 

日時：2024 年 11 月 15 日（金）14:00～16:00 

場所：愛知建築士会会議室 

先方：濱田会長、石井副会長、杉浦専務理事、荒木課長 

当方：日高常務、小林課長、小野田 

 

会員数・収支状況の推移 

＜会員数＞ 

・1983 年最大約 8,000 名で、年間 100 名程の減少が続き、現在正会員 2,963 名。退会は高齢者が大多数。 

・正会員（ファミリー会員）は、正会員の同居親族としていたが、2024 年より正会員が所属する会社の

40 歳未満の建築士の枠を設け、現在 12 名。（会費は半額の 9000円） 

＜収支状況＞ 

・黒字を続けてきており、6年前に赤字を 1回出したのみ。コロナ禍では黒字が進んだ。 

・過去をみてみると、会員数が減少し5,000 名になる頃から、収支が厳しくなってきたが、予算編成にお

いて赤字になる編成をしたことがない。（赤字の予算編成で赤字になるのは当たり前） 

・県からの指導で、同じ事業で 2年連続の赤字を出したものは事業廃止にしている。 

・職員は最大 9名が現在 7名（含：専務）。 

・会員に対して、旅費のみ支給し、手当の支給はない。 

 

会費値上げ 

・1991年に 9,600 円から 13,200 円、1997 年に 18,000 円に値上げした。 

 

最近の財政健全化に資する取り組み 

〇学生への PR 

・将来建築士を目指す方で試験合格者社会人の準会員の枠に加えて、準会員のうち学籍を有する者（試験

合格は問わない）の特別準会員の枠を設けて、入会費・年会費を無料とし、現在 91 名。入会は各支部

から大学等の教員に働きかけている。これらによって、教員とのコミュニケーションを図っている。例

えば、建築士会活動への参加を大学の単位にしたり、学生コンペを実施するなどを行っている。 

・なお、大学建築学科の学生で、設計演習を選択しないなど、建築離れが深刻化している（ちなみに、卒

業生は電鉄会社、不動産会社に就職することが多い）。そのため、建築の魅力を発信していきたいと考

えている。 

・建築士会が広く知られていない。県内の建築関係の学生が約8,000 人いるが、アピールできていない。 

〇耐震診断業務 

・耐震診断業務は大きな収支で 1割収益がある（（ただし、支払の出費も多い）。県内では、54 市町村のう

ち名古屋市を含む 19 市町村が事務所協会担当で、それ以外の35 市町村が士会で分担している。 

・耐震診断にかかる費用は実態に合っていないので、国に要望してほしい。診断員のなり手が少なくなっ

ていくことを懸念している。東京都のように S56 年以降 H13 年以前の新耐震も対象にすればいいので

72



2 

 

はないか。 

・耐震診断は消費税のインボイスを届け出ている者には税を転嫁できるが、登録していない者は建築士

会が負担しないといけない。 

 

賛助会員の会員数の推移、業種等について 

・近年 130 社であったが、各支部長から PR して現在 143 社に増加。勧誘には、安価で会員に広告をす

ることができることがアピールポイント。 

・今年度から、会員と賛助会員との名刺交換会を開催し、盛況であったので、総会の懇親会に参加しても

らう予定で、今後、賛助会員からの企画も考えている。 

・賛助会員が講師となって開催する講習も定期に開催している。（講師料がかからない）ただ、あまり賛

助会員の自社製品の PRになりすぎないように釘を刺している。（CPD単位の対象にならなくなる） 

 

連合会会誌の扱いなど 

・士会の会報誌は月1回紙で発行、PDF 化し、マイページにより会員限定で共有している。 

・連合会会誌のWEB化には事務局として賛成。 

 

 

その他 

〇あいち認証材事業 

・国交省より林野庁の方が予算潤沢であり、県（林業）から、木造化を取り入れた共同住宅や非住宅建築

物を施工した場合の建築コスト等の課題、メリット等のデータ収集・検証を行う事業を受託している。

士会の企画・運営で進めている。 

・4号特例廃止への対応（サポートセンター）も国交省より林野庁の方が手厚い。 

〇CPD 

・CPD窓口の手続き（（銀行払込など）が面倒なので、参加しやすくなるように、クレジット決済可能と

するなど、連合会で改善してほしい。CPDに関する取り組みには収支がよく、伸びしろがある。 

〇けんばい 

・けんばいの比率が1割と低く、メリットを十分に伝えられていない。 

 

以上 
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三重県建築士会ヒアリング/メモ（確認済） 

文責：小野田 

日時：2024 年 11 月 15 日（金）10:15～12:15 

場所：三重県建築士会会議室 

先方：伊藤会長、松本専務理事、星山事務局長 

当方：日高常務、小林課長、小野田 

 

〇会員数・収支状況の推移 

＜会員数＞ 

・最大 1,400 名で、近年減少が続いたが、令和 5年度 723名で下げ止まり傾向。 

・入会目的はCPD単位取得、けんばいが多い。 

＜収支状況＞ 

・最近 11 年間でみたところ、平成28 年度まで赤字続きであったが、平成29 年度の 1度目の会費値上げ

（正会員 14,000 円→18,000 円）時に黒字化し、令和元年度に赤字になったものの、令和3年度の 2度

目の会費値上げ（正会員 18,000 円→20,000 円）もあり、近年黒字を継続。 

 

会費値上げの理由、値上げ額の根拠 

〇会費値上げの理由 

・平成 14 年度の全国大会で財政悪化、平成 15年度に 1000 万円超の赤字になり、その後、構造改革、経

費削減、新規事業の促進等で赤字額を削減したものの、平成 26 年度に 160 万円の赤字、平成 27 年度

も赤字を見込まれたことから、平成 28年度に平成29 年度の 1度目の会費値上げ（正会員 14,000 円→

18,000 円）、令和 3 年度の 2 度目の会費値上げ（正会員 18,000 円→20,000 円）を決定した。なお、20

年間にわたり会費は据え置きだった。 

・値上げを行ったが、会員数の減少は顕著なものではなかった。 

〇値上げ額の根拠 

・値上げの際には、将来の会員数を想定し、シミュレーションを行った。 

 

最近の財政健全化に資する取り組み 

〇CPD単位取得が経営事項審査に役立つことを業界にアピール 

・今年から、チラシを作成して建設業協会で PR したところ、（知らない会社もあり）会員増に効果があ

った。 

〇新規事業の促進 

・会長が県に働きかけ続けて、新規事業を受託した結果、収益に効果があった。なお、県に働きかけるに

おいて、行政内で建築士会の存在を知られていないことを痛感した。 

・事業獲得で収入が増えた分を委員会活動にまわしていきたい。 

＜みえの木コンクール受託＞ 

・令和 4 年以降、会長が県へ４回訪問し、県主催（森林林業課）のコンクールの企画・運営を随契受託

（令和 6年度 160 万円）してきた。来年度から士会主催になる予定。 
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・県（森林林業課）と士会の連携においては、施策に関する相談、工業高校での出前講座の実施などにつ

ながってきている。 

＜応急危険度判定模擬訓練受託＞ 

・令和 6年度から、県（開発課）から受託して、判定経験者を講師に実施している（20 万円）。 

＜和の住まいシンポジウム＞ 

・国交省の事業で、地域の気候風土に根ざした和の住まいについてのシンポジウムを開催し、収益に大き

な効果があった。 

 

〇経費削減 

＜旅費削減＞ 

・旅費削減の効果が一番大きい。旅費(管理)については、委員会のリモートの回数を事前に決定し、半分

をリモートにしている。また、懇親会も原則なし。 

 

賛助会員の会員数の推移、業種等について 

・最大 50社であったが、現在 30 社。建築資材（6社）、確認検査機関（5社）が多い。 

・賛助会員勧誘では、1口１万円で、700超の会員への広告の代わりになるとアピールしている。（（HPバ

ナー広告・会誌挟み込み広告・メールマガジン等） 

・総会では、会員と賛助会員との接点を作っている。 

 

連合会会誌の扱いなど 

・士会の会報誌は年1回発行 

・連合会会誌の WEB 化には事務局として賛成（送料は月 5,6 万円かかる）。なお、メールアドレスのな

い会員もいるので、紙の送付も必要になる。 

・士会会員にはメールマガジンでの情報提供も行っている。 

 

会員の属性 

・会員数の男女は９：１。建築士試験や合格者数も女性が多いのに入会が少ない。 

 

 

その他 

〇講習会関係 

・定期講習などの講習の受講者が激減している。会場や人件費で工夫して対応している。昔と比べて情報

が手に入りやすくなって受講者減につながっている。 

・大阪、京都では、府の指定講習があり受講者が集まっていると聞いているが、三重士会では受講料の公

平性や準備の煩雑さを理由に指定講習をしなくなった。 

〇文化財関係 

・160名いるヘリテージの有資格者の高齢化のため、新規の資格者を県からの助成により育てて、今後活

動の場を増やしていきたい。県政懇談会（県議員との意見交換の場）にも新たに参加して要望している。 
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・文化庁の予算で、ヘリテージカードを作成したことがある。 

〇空き家関係 

・県内に空き家も多く、建築士が活躍できる。なお、宅建協会と連携は今のところなし。 

〇けんばい関係 

・けんばいに入っている会員は1割 

〇建築士の日 

・市民は建築士より、設計士の方が普及している。 

・「景観街歩き」を実施し、40～50 名の参加者のうち、一般参加者は 10 名ほど。 

 

〇登録機関協議会の支出関連 

・（（理事会でも発言したが）登録機関協議会において、2 級建築士のために集めたお金を 1 級建築士のた

めに支出しているのはおかしい。 

・登録業務において、士会の担当が連合会に説明を受けに来た際に、連合会から旅費や日当を支出するこ

とはおかしい。 

以上 
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